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〇議長（近藤準三郎君） これより本日の会議を

開きます。 

〇議長（近藤準三郎君） 日程第１、一般質問を

行います。 

この際申し上げます。 

各議員の発言は申し合わせの発言時間内におい

てお願いいたします。 

また、質問は通告に基づき行ってください。 

なお、執行部は質問通告にない事項及び聴き取

り時になかった事項について、質問があった場合

は議長にお知らせください。 

一般質問通告表の順序により発言を許します。 

〇議長（近藤準三郎君） １１番村上和人君。 

〇１１番（村上和人君） おはようございます。

１１番議席の村上でございます。２点ほど一般質

問をさせていただきます。 

 まず、本市の漁業の振興についてお伺いをいた

します。 

 最近は、資源の減少に伴って漁獲量等が年々少

なくなっていると聞いておりますが、「獲る漁業」

から「育てる漁業」への転換というのは難しいこ

とでしょうか。また、それに、この地域の海のい

ろいろな状態なども考慮しなければならないとい

うこともあるでしょうが、養殖等の取り組みによっ

て漁獲量を増やしていくことができるということ

になれば、漁業においても今後後継者の育成もで

き、将来においてこの海を有効利用できるんじゃ

ないかというような気がいたしております。 

また、漁業にプラス観光面で海の有効利用がで

きないものかということも懸念されております。 

最近は、海を活かした地域づくりということで、

多くの自治体等も取り組んでおるというようなこ

とも聞いております。また、ブルーツーリズム、

これは、グリーンツーリズムと同じ意味のことだ

と思いますが、このような観光的また地域おこし

のそういう事業の取り組みはできないものか。海

でいろんな観光客の誘致ができ、また遊べる漁業

として海を利用できないものかというようなこと

も考えられますが、市としてのお考えをお伺いを

いたしたいと思います。 

次に、地産地消に伴う直売所の開設等について、

お伺いをいたします。 

今回、１８年度事業におきまして、小規模農家

の育成ということで、生産面での計画がなされて

おりますが、販売面については、現在市内にある

５箇所ほどの直売所が主体となって、野菜、小物

等の販売などが行われておりますが、小規模農家

の育成による生産者の増に伴い、市の中心となる

昭和の町、ここに市生産物の直売所の開設が必要

ではなかろうかというようなことが思われますが、

以上、２つの点について、市長の所信をお伺いを

いたします。よろしくお願いいたします。 

〇議長（近藤準三郎君） 市長永松博文君。 

〇市長（永松博文君） 村上議員の、漁業の振興

についてのご質問にお答えいたします。 

本市の水産業につきましては、従来より刺網漁、

小型定置網漁、かご漁などと言った漁船漁業と海

苔養殖、採貝などの干潟漁業が行われております。

しかしながら、近年では水産資源が減少し、輸入

水産物が増えることによりまして、魚価も低迷し、

専業漁業者も減少しておりまして、特に、今後の

漁業につきましては、その従事者の高齢化や後継

者不足により、その取り巻く情勢というものは大

変厳しいと認識をいたしております。 

議員ご指摘のように、私もこれまでのように「獲

るだけの漁業」ではなく、これからは「育てる漁

業」に対する施策が重要であると考えております。 

本市におきましても、沖合での魚礁の設置やガ

ザミ、マコガレイなどの幼魚やアサリ、アワビな

どの幼貝の放流を計画的に実施しているところで

ございます。今後も、従来からのこの施策を引き

続き実施したいと思っております。 

また、本年度、地域の漁業者と漁協と、将来の

漁業のあり方について話し合いをしてまいりまし

た。その結論として、まず、本来の漁業の振興を

することを第一にしようと。そういう取り決めを

いたしました。そしてもう一つ、観光漁業を行う

ことにより、その漁業振興に役立てようというこ

とになりました。それで、当面、香々地におきま

しては、市場でも評価が高く、ブランド化が確立

されております、岬ガニをより長く安定して供給

できるように、出荷調整を可能にするための蓄養

施設の整備事業を考えてるところでございます。 

また、真玉地域におきましても、地域特有の干

潟を二枚貝の宝庫として、育成のため、放流する

だけではなくて、その干潟を貝が成長しやすいよ

うな干潟にするために、そういう事業として、干

潟再生対策事業を予定しているところでございま

す。 

次に、観光漁業についてのお話でございますが、

私も大賛成でありまして、これにつきましては、

先程申し上げましたように、漁業者の意思もあり

ますことですし、また、昨年の第３回定例会で明

石議員にもご答弁申し上げましたように、現在、

地元漁業者と市によりまして、遊漁を始め、地引

網、建干し網、かご漁などを体験・見学させる観

光漁業への取り組みを、現在検討しているところ

でございます。その取り組みにつきましても、漁

業者だけではなく、商工会など関係団体とともに、

昭和の町、その他周辺観光地と結んだ形の観光、

それと同時に、香々地の魚というものは非常にお

いしいという話でもありますので、食の観光とい

うことを、そういうものを中心として考えていた

だいているところでございます。 
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そして、宿泊の観光漁業、いわゆるブルーツー

リズム、観光漁業として売り出していくことによ

りまして、地域の活性化につなげてまいりたいと

思っておりますので、なにとぞご支援の方よろし

くお願いをいたします。 

次に、地産地消に伴う直売所等の開設について

でありますが、昨年１２月定例会の一般質問で、

河野徳久議員にご答弁申し上げましたとおりに、

本市の農業振興は、大規模農家の育成と小規模農

家の育成の二本柱の政策によって地域の活力を生

み出し、農業担い手を確保し、所得の向上を図り

たいと思っております。特に小規模農家の育成に

つきましては 、意欲ある中高年者、女性、兼業

農家、そしてまた帰農者を今後の地域農業を支え

る貴重な人材として多様な担い手に位置づけ、積

極的な支援をしていくことといたしております。 

具体的には、平成１８年度から、本市出身で団

塊の世代を対象にアンケート調査を実施し、帰農

の（帰って農業しようとする）可能性というもの

を探りたいと考えております。 

また、農林振興課内におきましては、プロジェ

クトチームを設置いたしまして、多様な担い手育

成対策事業として、補助事業を活用した小規模の

簡易ハウスの設置等により、少量多品目の生産体

制を構築し、生産者への情報提供及び研修制度の

確立等の側面的な支援システムを作り、機械を保

有していない農家に対しては、耕運とか防除等を

代行できるような作業受託体制を整備してまいり

ます。 

販売の強化策といたしましては、既存の直売所

の機能を強化する方策として、直売所連絡協議会

を設立いたしまして、農産物の出荷調整システム

と直売ネットワーク作りを進めまして、生産体制

の整備と販売体制の整備を総合的に進めてまいり

たいと考えております。 

議員ご指摘の地産地消に伴う昭和の町での農産

物販売所につきましては、販路拡大ということと

同時に、昭和の町の魅力の増大という上でも非常

に重要と思われますので、関係者と充分協議して

いきたいと考えております。 

以上でございます。 

〇議長（近藤準三郎君） １１番村上和人君。 

〇１１番（村上和人君） 市におきましても積極

的な取り組みをされるということで、大変心強く

思っております。 

しかしながら漁業者等においても非常に現在の

経営状態は厳しく、今後において懸念される面が

非常に多いわけでございますが、特に、この豊か

な海をどういうふうに今後長い目で見た取り組み

をしていくかということにおいて、いま市長が言

われましたこの観光面、それから漁業振興の面で

非常にこれは夢の持てる地域ということになるん

じゃなかろうかという気がいたしております。 

また、観光客の取り入れについてはですね、こ

れは、いま、県のグリーンツーリズム研究会とい

うのが発足して４年近くなるわけですが、その中

で、修学旅行生の受け入れということで、安心院

グリーンツーリズムの会を主体に、大分県全体で

その受け入れをしていこうというようなことで現

在取り組んでおります。幸いにして旅行会社との

契約もでき、今後、大分県全体としてその修学旅

行生の受け入れをしていこうというような体系が

できております。その中で、やはり海を活かした

この豊後高田市も修学旅行生の受け入れができる

ような態勢をどうしてもこれは作っていかなけれ

ばならんというふうに考えております。いま、安

心院地区だけでも相当な修学旅行生が入っており

ますが、もう安心院では受け入れができないと。

もう多すぎて受け入れができないということで、

今回、県全体でその受け入れ態勢を作ろうという

ようなことで企画をし、先月２８日に、受け入れ

の態勢ができたということで、知事に報告に行き

ました。そして知事といろいろな話をした中で、

知事もこれは非常に夢のあることだと、県として

もできるだけの協力をするという約束をして帰っ

てまいったわけでございますが、本市においても、

今後においてそういう取り組みをぜひ前向きに

行っていただきたいと。これは海と山を活かした

本市の地理的な条件を充分活かすことができるん

じゃなかろうかというふうに私たちも考えており

ますので、よろしくお願いをいたしたいと思いま

す。 

養殖漁業においても、現在、市には、数人の人

が養殖にすでに取り組んでおられる人があるわけ

でございますが、堅来、小池地区においても、３

人の若い人たちが赤貝の養殖ということで数年前

から取り組んでおり、今年も、販売面において量

が少ないということで、東京方面等にも出荷をさ

れているようでございます。そういうことで、や

る気があればいろんなことがまだできるという可

能性を秘めております。どうぞそういう意欲のあ

る人たちに市としても充分な指導、支援をひとつ

よろしくお願いをいたしたいと思います。 

次に、これは直売所の件でございますが、現在、

本市には約５箇所ほどの直売所があって、その中

で野菜・小物等を販売をしておるわけでございま

すが、なにぶんにもやはり規模が小さいのと生産

量が少ないということで、１つの直売所当たりの

売上も２，０００万から３，０００万前後じゃなかろう

かというふうに聞いておりますが、これも、今後、

小規模農家の育成に伴って生産量も増えていくと

思います。 

ただ今、市長さんから説明がありましたが、直

売所がお互いに連携を取りながら有利な販売をし

ていくという、非常にこれはいいお話を聞きまし

たが、こういうことを評価していただきながら、
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直売所の昭和の町にもぜひ実現ができるように、

ご協力をお願いをいたしたいと思います。 

また、今後、小規模農家の育成の際には、これ

は、ハウス等の施設もこれは必要となってくるわ

けで、今後、施設等の取り組みについても、最近

の台風などが非常に強い台風が来ております。そ

ういうことで、台風である程度もてると、倒れな

いような施設を充分考えていただく必要があるん

じゃなかろうかと思います。私もハウスでいろん

な生産をしておりますが、せっかく造ったハウス

が、１回の台風で飛ばされると、そこでもう生産

者の方も腰折れになってしまうというような経過

もございますので、今後そういうことにひとつ充

分配慮していただきながら、やはりせっかく助成

をして造るハウスが、強化なものになっていくよ

うな、ひとつ指導をお願いいたしたいと思います。 

以上について私の質問を終わります。ありがと

うございました。 

〇議長（近藤準三郎君） １２番吉高彰生君。 

〇１２番（吉高彰生君） １２番吉高彰生です。

２点について一般質問を行います。 

まず１点目は、インターネット安全利用ガイダ

ンスについてお尋ねをいたします。 

教育関係新聞社が国内で数社ありますが、その

中の教育家庭新聞社から、昨年の１２月３日の

ニュース記事からです。 

 その見出しは、「インターネット安全利用ガイ

ダンス、総務省が講師を派遣、年間１，０００校、

３年間実施目標」。まずこの内容について、概略

ご説明をいたします。 

総務省は、社団法人６団体、６団体とは、電気

通信業者会議、テレコムサービス協会、日本イン

ターネットプロバイダー協会、日本ケーブルテレ

ビ連盟、財団法人インターネット協会、財団法人

マルチメディア振興センター及び文部科学省とと

もに、ｅネットキャラバンを実施、安全にインター

ネットを利用するためのガイダンス「ｅネット安

心講座」を希望する学校で実施する。平成１７年

度中は、関東及び東海地区で試行し、平成１８年

度からは、全国規模で３年間にわたり本格実施す

る予定だ。年間実施１，０００校が目標。ここでこ

の記事内容について具体的に説明をいたします。 

実は、親や先生より子どものほうがインターネッ

トに詳しいようです。親としては、教育のために

なると思ってインターネットを使わせているが、

何か危険なことをやっていないか、漠然とではあ

るが、なんとなく心配だと感じています。子ども

たちが容易に携帯電話やインターネットを活用す

る環境にもなっているに伴い、保護者や教職員に

対しても、インターネットの安心・安全利用に関

する啓発が必要となってきています。そこで、総

務省は、社団法人６団体と文部科学省はｅネット

キャラバンを実施します。安全にインターネット

を利用するためのガイダンスとして、「ｅネット

安心講座」を希望する学校で実施する計画です。

この講座の講師は、本キャラバンに協力する社団

法人６団体加盟の通信事業者又は総務省などから

派遣されることになっています。この講演の内容

は、インターネットを通じた犯罪に関する情報や

ウイルス、迷惑メール、架空請求詐欺などの実態、

その対処方法などであります。この講座の受講対

象はインターネットや携帯電話をどうしたら安

心・安全に使えるかという知識を必要とする児童

生徒の保護者、教職員などです。なお希望によっ

ては、保護者、教職員向けに加え、児童生徒向け

の講座内容を追加して行うこともできるそうです。 

そこでこの事業についての豊後高田市教育委員

会の所見と今後の対応について、教育長の所信を

お尋ねをいたします。 

次に２点目でございますが、Ｉターン並びにＪ

ターンを希望する方の定住促進についてお尋ねを

いたします。 

田舎暮らしが第４次ブームだと言われています。

自然に囲まれ、ゆったりとした時間の中で、心の

充実や農業などに生きがいを求める人が増えてい

ます。団塊の世代の大量定年を控え、ふるさと回

帰、２地域居住、定年帰農などが注目され、地方

への動きが加速しそうです。これはある全国紙か

らの情報ですが、内閣府が２月１８日に発表した、

都市と農山漁村の共生、滞留に関するアンケート

調査によりますと、全国の都市部の住民で、週末

は田舎の農村漁村で過ごしたいと答えた人は、団

塊世代の５０歳代がもっとも多く、４６％に上がっ

ています。また、５０歳代のうちの２９％の人が田

舎での定住を望んでいることがわかりました。た

だ、定住する際の問題点といたしましては、「仕

事がない」これが５４％、「受け入れ支援体制の未

整備」が３１％などを指摘しています。 

このような実態から内閣府は２００７年から定年

を迎える団塊世代は、田舎への関心が高く、こう

した人々のための施策を検討する必要があると分

析をしております。このような調査結果からして、

人口減が進む私たちの住む地域へ、Ｉターンして

いただくＰＲも必要ではないかと思うわけであり

ます。もちろんＪターン、Ｕターンも含めてであ

ります。 

皆さんこの本を読んだことがあると思いますが、

「年金で豊かに暮らせるまち」という本でありま

す。この本は２０００年１月３０日に出版をされまし

た。ちょうど今から６年前になります。この本は、

年金暮らしを国内移住によって豊かにしたい人の

ために出版されたガイドブックです。全国の中で

３０の市を取り上げて紹介しています。その中に、

なんと豊後高田市が紹介されているわけでありま

す。この本はご承知のように６年前ですから、合

併前の豊後高田市の頃です。昭和の町ブームの前
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です。今では、合併して大きく羽ばたく豊後高田

市です。この本の内容にその後のビジョンを加え

た内容にした事例も含め、豊後高田市に移住して

いただくような情報の発信をしたらと考えておる

わけであります。 

私の寺の檀家さんの借家に、インターネットで

いろいろと下調べをして、昨年、横浜市から家族

がＩターンされていることをお聞きいたしました。

私もよく豊後高田市のホームページを見ています。 

そこで豊後高田市のホームページの中に、移住

情報の特別コーナーを設けて、見やすく、わかり

やすいページを作ってＰＲしてはと思うわけであ

ります。このことについて、市長の所信をお尋ね

をいたします。 

以上、よろしくお願いします。 

〇議長（近藤準三郎君） 市長永松博文君。 

〇市長（永松博文君） 吉高議員の、Ｉターン並

びにＵターンを希望する方たちへの定住促進につ

いてのご質問についてお答えいたします。 

近年、健康志向、そしてまた環境意識の高まり

や、ゆとり、安らぎを求めるなどの価値観の多様

化が進んでおり、多くの都市住民において、農村

漁村における自然環境などの地域資源に対する

ニーズが高まったとお聞きしております。議員も

ご指摘されましたが、特に、今後２００７年からい

わゆる団塊の世代の方々が大量に定年退職を迎え

ることから、都市部を中心として、これらの世代

の多くの方々が自然に囲まれ、ゆったりとした時

間の中で、心の充実や農業などに生きがいを求め

るなど、田舎暮らしに対する潜在的な願望を持っ

ているという話が、新聞や雑誌などのメディアを

通じてよく報道されております。 

また、先般発表されました、内閣府が行った調

査におきましても、都市住民の約２割、５０歳代

の男性では、約４割の方が農山漁村に住みたいと

いう願望を持っているという調査も出ているよう

でございます。 

先程議員がご紹介をいただきました、あの「年

金で暮らせる都市」ということの本も本当にあり

がたい。現にこの高田のことを示していられると。

それ以上に、現在、合併してより豊かな市になっ

たと思っております。本市は、１年を通じて気候

も温暖で、山もあり、川もあり、海もあり、そし

て温泉といった自然地域資源には大変恵まれてお

り、この恵まれた自然の中で生まれ、この地で取

れた農作物とか魚介類は、新鮮で大変おいしいこ

とから、本市は、住むところとしては大変住みや

すい地域ではないかと考えております。 

このような田舎暮らし希望者が本市に住んでい

ただくことは、過疎化、高齢化が進行してる本市

にとりましては 、定住面のみならず、今後の集

落機能の維持、また、地域の活性化をさせる農業

振興の面からも大変有効ではないかと考えておる

次第でございます。 

こうしたことから、新年度、都市に居住してい

る団塊世代の本市出身者の皆様方に、ダイレクト

メールの送付を行いまして、ふるさとへＵーター

ンをお誘いするとともに、Ｕターンをするために

必要な受け入れ施策というものはどういうものが

必要なのかということも、ご意見もいただく予定

にいたしております。さらに、こうしたＵターン

の方々に、農業を行っていただきたいということ

で、本市における小規模農家や担い手の充実を図

るために、農業未経験者でも農業ができるサポー

ト体制作りを、先程村上議員にも申し上げました

が、そういうようなサポート体制作りとして、ま

ず、技術指導体制、あるいは遊休農地の提供など

の農業振興、一体となった定住対策にも取り組ん

でまいりたいと考えております。 

また、議員ご提案のように、都市に住む団塊の

世代の退職者等の方々が、本市にＵターン、Ｊター

ンなどにより住んでいただけるように、今後は市

のホームページを、ご指摘のように充実させて、

空き家やそれから市が所有する分譲宅地というよ

うな住む情報、それと同時に、本市における働く

情報、農業とかその他いろんな情報をして、新規

就農希望する方へは支援体制や遊休農地に関する

情報など、定住に資するような様々な情報をわか

りやすく掲載した定住情報サイトを開設して、イ

ンターネットを活用した情報発信によりまして、

本市へ定住を促進させたいと、そういうふうに考

えている次第でございます。 

その他のご質問につきましては、教育長に答弁

させますので、よろしくお願いします。 

〇議長（近藤準三郎君） 教育長都甲桂一君。 

〇教育長（都甲桂一君） では、インターネット

安全利用ガイダンスについて、お答えいたします。 

議員ご指摘のように、情報化社会が急激に進む

中で、インターネットや携帯電話を悪用した犯罪

が多発しています。これまでも、児童生徒に対し

ましては、インターネット等の情報手段を使用す

る場合のルールやマナーを指導するとともに、害

になる部分へは入り込めないように、教職員が付

いて利用させています。 

また、先月には、各小中学校に対し、豊後高田

市立小中学校コンピューター及びインターネット

利用規定を送付するとともに、各学校独自の利用

規定の見直しや、作成していない学校への作成指

示を行い、有効かつ安全な運用ができるよう指導

したところでございます。 

現在、多くの家庭でもパソコンが普及し、イン

ターネット等で生活情報を入手していますが、保

護者よりも児童生徒のほうがはるかに上達してい

るといった家庭も多いようです。 

市ＰＴＡ連合会もここ数年インターネットや携

帯電話の悪用による害や恐ろしさについての研修
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会を開催し、子どもたちがトラブルに巻き込まれ

ないように、保護者への啓発活動を行っています。 

今回、議員ご提案の「ｅネット安心講座」につ

いては、教職員及び保護者にとっては大変有益な

研修になると想定されますので、教育委員会とい

たしましては、各学校長や市ＰＴＡ連合会に対し、

講座の趣旨を説明し、活用するよう働きかけてま

いりたいと考えております。 

以上でございます。 

〇議長（近藤準三郎君） １２番吉高彰生君。 

〇１２番（吉高彰生君） では１点目について再

質問をいたします。 

このことにつきましては、大分県庁あるいは県

の教育委員会から文書は来ているのでしょうか、

どうでしょうか。もし、文書が来ていないようで

ありましたら、今からご紹介するのは、大分合同

新聞が昨年の１２月２４日に、やはり、見出しが、

「子どもを守るネット環境を保護者ら対象、対処

法を助言、来年度に講座」というのが大分合同新

聞から出ております。この中にですね、連絡先が

ｅネットキャラバンの公式サイト、ｗｔｔｐ：／／

…もう長たらしいので省きますが、この公式サイ

トのホームページ、それとキャラバン事務局の電

話番号とファックスがありますので、それ来てな

ければまた後でお渡しをいたしますので、連絡し

て、ぜひとも、無料ですのでご活用をしていただ

きたいなというふうに思っておりますが、そこ辺、

来ているか来ていないか、ちょっとお知らせくだ

さい。 

以上です。 

〇議長（近藤準三郎君） 学校教育指導室長早田

義司郎君。 

〇学校教育指導室長（早田義司郎君） 吉高議員

の再質問にお答えいたします。 

まだ、その通知につきましては来ていないよう

でありますので、来次第、その趣旨を説明いたし

まして、利用するようにしたいと考えております。 

〇議長（近藤準三郎君） １２番吉高彰生君。 

〇１２番（吉高彰生君） １点目のインターネッ

トの件につきましては、よくわかりました。 

２点目について、再々質問のような格好になっ

てしまいましたが、とにかくＩＴの時代です。ネッ

ト社会です。IターンやＪターンに関わらず、当

市のホームページの中を見やすく充実したものに

なるように期待をしておるわけでございます。 

定住情報のページ記載について気になることが

ありますので、ここで述べさせていただきたいと

思います。 

まず、市のホームページを開いて、この１ペー

ジ目は２月末に出したものですが、昨日見たのは、

ちょっと１ページ目はリニューアルしてわかりよ

くなっております。しかしながら、定住促進のと

ころまで内容を見つけるのには４ページかかるわ

けです。まず「暮らしの便利帖」というとこにひょっ

としてあるのかなあと思って、そこをクリックし

ます。そうすると、こういう記事が出てきます。

ここ見ると、そういう情報はない。ああ、その横

に「定住情報」という項目があるからここをクリッ

クしてみたらどうかなと思ってクリックしました。

そうしたら、「定住情報」というのがここで出て

きました。で、ここに「地域を楽しむ」とクリッ

クしても、ここはなんも画像が出てきません。「地

域にふれる」ここも画像は出てきません。「地域

に住む」ここも画像はまったく出てきません。で、

「パンフレットができたよ」ちゅうところをここ

をクリックしたら、こういう立派なものが出てき

ました。このこれが表紙です。表紙の次にまちづ

くり、教育、住居、健康、生活、自然、そして表

紙裏と、カラーで出てきておりますが、これ表紙

だけです。ところがそれをクリックしていくとで

すね、なんとも内容が合併前のことなんですよ。

温泉なんかは花いろだけしか載ってないんですよ。

だからもっとこの時代にマッチしたですね、情報

化時代ですから、特にＩＴの、Ｉターン、Ｊター

ンの来ていただくということが、もう常日頃から

情報を新しいものに作り替えていただきたいなあ

というふうに感じましたので、一応私はそう受け

取ったので、調べてみてください。確かそうなっ

てたんです。 

そういうことで、その情報、どこですかね、パ

ンフレットの中身がですね、もっと充実したもの

にしてもらって、この年金で暮らせるこの町も一

部紹介をしながら、わかりやすい、ちょっと気に

なるのがですね、どうしても字が小さいんです。

そこ辺を充分わかりやすいように、そして新しい

情報を常日頃からチェックをして入れ替えたりし

ていただきたいなというふうに思っておりました

ので、この２点目については、要望ということで

質問を終わります。 

以上です。 

〇議長（近藤準三郎君） ２４番近藤今朝則君。 

〇２４番（近藤今朝則君） ２４番近藤今朝則で

ございます。通告に基づき、一般質問を行います。 

新市になって、早くも満１年を迎える私ども議

会としては、合併議員在任特例による在任期間も、

余すところ１年に満たない、いわば最終年度のもっ

とも重要な平成１８年度本市当初予算審議の第１

回定例会に臨み、私としては、常に市民生活の現

実直視の政治姿勢を貫くために、毎回欠かさず一

般質問を行い、市民の多くの声を大切に、その一

つでも多くの結実化に努めることが、自らの何よ

りの責務であるという認識の下、今回もつたない

質問ではありますが、次の３項目について市長ほ

か関係者に質問いたします。 

質問の第１は、政治姿勢の問題としての、新市

の基本構想、基本計画の早期策定及び新市建設計
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画の年次別実施計画の策定についてであります。 

新市の基本構想、基本計画の策定については、

基本構想と基本計画は一体的なものでありながら

も、基本構想については、地方自治法第２条第４

項の規定により、議会の議決を経て定めることに

なっていますが、基本計画については、地方自治

法上の明文規定がないだけに、これまで旧市の場

合、実質的に議会全員協議会で説明してきた経緯

を踏まえ、新市においても、先の平成１７年度第

１回定例会での私の質問に対する答弁では、１７

年度策定作業を行っていく予定の中で、今回の策

定に当たっては、これまで広く市民の皆さん方の

ご意見をいただいて策定された新市建設計画を基

本として策定してまいりたいということでありま

すが、本市の財政事情が年々厳しくなる状況の中

で、本年度予算編成方針も行革元年と位置づけさ

れるなど、まさに財政再建団体同然のかつてない

厳しい局面に直面し、すでに決定している新市建

設計画に係る合併特例債による各種重点事業も新

聞紙上によれば、本市は、この合併特例債も財政

改革を急ぐ国の方針を見極めないと、合併特例債

の発行に踏み切れないという状況にあるとは言わ

れながらも、今後における後期過疎地域自立促進

計画等の整合性を図る上においても、これが早期

策定こそ何よりも急務であり、しかも、新市議会

としては、議員在任特例期間の２２ヵ月間の任期

満了の最終年度として、ことさらに議員在任特例

の趣旨、目的に沿っての、あくまでも新市建設計

画の基本理念の実現に向けての責務は重大である。

まして新市建設計画の重点建設事業についても、

当該事業の概要、概算事業費も合併特例債、合併

補助金の特別枠とする財源措置に盛り込まれてい

る事業のみに適用されることなどから、仮に合併

協議会が作成、決定された原案を合併市町村が変

更する場合、合併市町村の議会が議決し、総務大

臣及び都道府県知事に送付し、最終的に総務大臣

は市町村建設計画を国の関係機関の長に送付する

仕組みになっていることからも、新市基本構想、

基本計画及び実施計画の策定に係る新市建設計

画の早期実現等の整合性を図ることが大いに望ま

れるだけでなく、本来の本市健全財政の基本に立

脚し、毎年度当初予算編成時における的確な予算

が組めるようにするためにも、また、一方、議会

としては、いうまでもなく、係る予算の提案は、

市長の専権であるだけでなく、議会の議決の対象

とされる議決科目は款・項だけで、市長限りで決

定し執行できる目・節は、執行科目の説明に過ぎ

ないことなど、要は住民自治としての議会本来の

機能を果たす責務の上からも、本議会との関わり

はもっとも重大であり慎重に対処すべきことであ

ります。 

実は、私は、昨年の第１回定例会での一般質問

の中でも、新市建設計画同様に、本市総合計画と

される基本構想、基本計画及び実施計画の策定に

ついて、地方自治法第９６条第２項の規定により、

条例で議会の議決事項に追加指定すべきことであ

るがの私の質問に対する市長の答弁でも、今後、

他市の状況を見ながら検討してまいりたいという

ことであり、また、実質的に、これまで同様に議

会全員協議会において説明してまいりたいという

ことでありますが、今般の本市行政改革大綱や基

本プラン、総合計画などに市民の意見を反映する

市民意見公募手続き制度の導入による、市民の意

見集約の検討結果に待つところが大であることな

ど、慎重に取り組まれていることであるにしても、

新市基本構想、基本計画の早期策定及び新市建設

計画の年次別実施計画の策定こそは、何はともあ

れ本市発展の根幹を成すもっとも重要な、避けて

通れない、何よりも優先的な取り組みをすべきで

ありますが、お伺いいたします。 

次に、質問の第２は、本市行政組織の問題につ

いての、本市自治委員設置規則の見直し整備に伴

う自治会活動の充実・強化についてであります。 

新市になって、本市自治委員設置規則によって

市政の円滑な運営を図るため、自治委員を置き、

現在本市管内に１８４区域の自治会が設立される中

で、旧市高田区域に１０９、旧真玉町区域に４４、旧

香々地町区域３１の自治会の下に、自治委員各１

人を当該自治会内の住民により推薦された者を市

長が自治委員に委嘱し、この取り扱い事務を、市

長が特に必要と認める事項に関することを含めて

７項目にわたって明記されておる中で、市長が特

に必要と認める事項に関することの想定として、

本来、自治会は、地域の人同士が助け合って暮ら

していくという精神を地域の中で盛り上げ、住み

よい地域を築いていく大切な役割を担うことにな

る。つまり自治会組織こそは、地域におけるコミュ

ニティ活動推進のための基礎的役割を担う組織で

あることに鑑みても、例えば、地域内にある資源

の保護や活用又は独自の美化活動や、ごみの減量

化の取り組み、防災・防犯・交通安全対策など、

要するに、地域の諸課題解決への取り組みに携わ

るところの、地域活動の核となる組織として機能

するためにも、今後は、従来の行政依存型の下部

組織的な区制度のあり方を見直し、名実ともに、

地域の人同士が助け合って地域を住みよくしてい

こうという地域自治の存在が認証される、確かな

る市長の諮問機関としての役割を担う、自主的な

活動目的、その運営方法等を明確にする取り組み

こそが緊要とされ、市としてもこの際は、地域に

おけるコミュニティ活動の基礎的組織の役割を担

う自治会に対し、各種事業の取り組み、支援助成

措置を行うことの自治会組織の充実整備に努める

べきであります。 

ご案内のとおり、大分県においては、一昨年創

設の道路環境美化ボランティア支援制度として、
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国道県道の沿線で草刈などの清掃活動に、年２～

３回、自主的計画的に取り組む自治会やボラン

ティア団体に草刈などを行った面積に応じて、手

袋や清掃用具などの経費（人件費は除く）を活動

費として支給する制度について、各市町村を通じ

て活動団体を募り、委託料の形で経費を支給して

いる現状の中で、新年度は、さらに、積極的に多

くの自治会、団体に協力を呼びかけるとされてい

るほか、大分市の場合も、市民協働によるまちづ

くりを進める中で、地域コミュニティの再生につ

なげるために、自治会の自主的な事業を助成する

制度を設け支援するため、毎年の全市一斉美化

デーの積極的取り組みのほかに、各地区自治会の

清掃活動として、毎月第２日曜日を設定し、市が

提唱する「きれいにしようえ、大分推進事業」に、

市と合意書を結び、市から清掃用具などを借り、

ボランティア保険にも加入、いっそう活動しやす

い取り組みに努めている。また、中津市において

は、合併特例による地域審議会とは別に、住民の

声をしっかりと市政に反映する、一般住民による

旧５市町村ごとに、合併後の市長の諮問機関とな

る地域自治組織の設置を目指し協議をしているこ

となど、まさに自助、互助、公助の連携の下、地

方分権時代の今こそ地方自治の本旨に基づき、全

職員を挙げて自治体行政の厳しい難局を乗り切っ

ていく努力がなされておるようでありますが、本

市も、新市の自治体組織として、現行の本市自治

委員設置規則の自治会設置数に伴う管轄区域の

一体的な自治委員としての業務内容等の抜本的な

見直し・充実整備の取り組みこそ肝要であります。

特に、昨今の少子高齢、核家族化社会の中で、今

ほど、昔ながらの地域行事等の果たす役割が問い

求められてるときに、これまで全盛期時の地域青

年団、婦人会組織が衰退する現状の中で、いかに

世の中は変わろうとも、地域に寄せる思いは誰し

も変わることのない今こそ、地域づくりは人づく

りと、地域づくりは人づくりからと言われている

ように、なんといってもその地域の核となるのは、

まさしく自治会活動を中心とした地域ボランティ

ア活動にほかならず、要は地方分権時代における

行財政改革の一大難局を乗り切るためにも、市行

政の末端業務を掌る自治会組織活動に寄せる期待

は大きいだけに、今後における本市自治会組織の

再編計画に伴う業務内容の充実強化に向け、かえ

すがえすも、自分たちの地域は自分たちでつくり

上げるという自治意識に根ざしたコミュニティ組

織としての本市の自立のまちづくりを目指して、

あくまでも受身でなく、現場主義に徹した各地区

自治会活動の積極的な取り組み推進体制の確立

に向け、最善の努力をすべきことでありますが、

お伺いいたします。 

最後に、質問の第３は、県との連携協調の問題

についての、県道豊後高田安岐線河内地区管内の

森佐野地区境のふるさと林道豊後高田山香線起

点、河内地区農免農道の河内大橋の交差点位置の

道路改良舗装工事の早期完了及び小田原地区上

村地域の急カーブ難所の道路改良舗装工事の早

期実現方についてであります。 

申し上げるまでもなく、本路線は大分空港県北

テクノ道路であり、さらに国東半島の仏の里を

キャッチフレーズとした貴重な国宝文化財等を擁

する国東半島観光コースとして、いまや国道昇格

を望むところの最重要幹線道路であって、これま

で県の中長期道路整備事業計画の中で、すでにい

ち早い着工として、森佐野境位置の急カーブ道路

改良工事については、完了途上において中断され、

何年間もの放置の状況にあることは、いかなる理

由があるにしても、これまでの着工経緯を踏まえ、

早期完了に向けての強力な執行に努めるべき行政

責任こそが問われることだけでなく、何よりも本

市のイメージダウンにつながる由々しき問題で

あって、要は、県北中核工業団地等、まさしく交

通の要所としての交通安全施設の管理の上からも、

当該事業主体の県と一体となって、早期完了に向

け万全を期すべきことであります。 

また、小田原地区の魔のカーブの難所の道路改

良舗装工事についても、事業主体は県であるにし

ても長年の懸案事業であるだけに、なんとしても

当該工事実施計画に対する地元関係者の深い理

解と協力の下、早期実現に向けて取り組むべきこ

とであります。 

特に、当該箇所は、本市が誇る日本三叡山の一

つの、国東半島県立自然森林公園を標榜する西叡

山自然森林公園一帯の高山寺、田染荘など新たに

取り入れた、真木大堂、熊野磨崖仏、富貴寺観光

コースを大きくする観光道路網の国東半島観光道

路と称されている道路改良舗装工事の早期完成に

併せての進入路線にもつながる、最も重要な本市

観光行政の一環からも、まして、現状路線はこれ

までも重大な交通事故の多発地帯として、何より

も優先的に早期道路改良舗装工事の実現こそは急

務でありますが、今後の取り組みについて、当該

事業主体の県との協議を急ぎ、早期実現方につい

て県・市・地元関係者が一体となって、最善の努

力をすべきことでありますが、お伺いいたします。 

以上、３点について、市長ほか関係者の明解な

る答弁を求めるものであります。 

〇議長（近藤準三郎君） 市長永松博文君。 

〇市長（永松博文君） 近藤議員の政治姿勢の問

題についてのご質問にお答えをいたします。 

新市における基本構想・基本計画、いわゆる新

市総合計画の策定状況につきましては、現在、庁

内の関係各課によるヒアリングや検討委員会等を

開催しながら、素案の取りまとめや内容の検討を

行っているところでございます。通常、こうした

基本構想・基本計画の策定にかなりの時間が必要
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でありまして、今後につきましても、総合開発審

議会の開催を始め、今回、新たにパブリックコメ

ント等による市民の皆さん方からの広くご意見を

いただく予定にしておりますことから、９月の議

会までに提案ができるように努力したいとそうい

うように思っております。今後の策定作業、鋭意

早く進めてまいりたいと思っております。 

この新市における基本構想・基本計画につきま

しては、昨年の６月議会の中でもご答弁申しまし

たように、合併協議会や広く市民の皆さん方にご

意見をいただいて作成された、新市のマスタープ

ランであります「新市建設計画」これを基本にす

るということは、間違いありません。 

議員ご指摘のように、本市の財政は、長期的な

景気の低迷により、税収の伸び悩み、そしてまた、

国の三位一体改革に伴う地方交付税の大幅削減

などにより大変厳しい状況にございます。こうし

た危機的な財政状況の中において、今後は、行政

改革大綱及び実施計画に基づいた行政改革を着実

に実施しながら、将来にわたって持続可能な財政

運営の確立を図っていかなければならないと考え

ておる次第でございます。 

特にこの行政改革期間内の５年間につきまして

は 、新市建設計画で予定されています事業のう

ちの、市民生活にとってもっとも必要とする最小

限の事業のみを実施することといたしております。

徹底した行革に取り組むことによりまして、行革

期間の終了後には、何とか財政状況も持ち直して

くると考えておるところでございます。計画され

ているその他の事業につきましても実施のめどが

つくものと考えております。 

なお、事業実施にあたりましては 、合併特例

債を活用するとともに、優良なる補助制度を併用

するなどの工夫をしながら、計画期間内に実施で

きるように努力してまいりたいと考えておる次第

でございます。 

その他のご質問に関しましては、担当課長に答

弁させますので、よろしくお願いします。 

〇議長（近藤準三郎君） 総務課長鴛海 豊君。 

〇総務課長（鴛海 豊君） 近藤今朝則議員の本

市行政組織の問題についてお答えをいたします。 

自治会長の皆様方には、市政全般にわたるご支

援ご協力をいただき、また、地域活動では、自治

会活動の中心となりご尽力いただき、大変ありが

たく常日ごろより感謝申し上げてるところでござ

います。 

議員ご指摘のように、本来自治会組織が地域の

ために自主的に活動していただく組織であるとい

う意味合いにおきましては、ご案内のとおりでご

ざいまして、さらに、独自の美化活動やごみ減量

化の取り組み、防災、防犯、防火の活動など地域

活動の核となる組織として機能していただきたい

と思ってるとこでございます。 

このような状況におきまして、自治会活動の充

実を図る取り組みといたしましては 、自分たち

の地域は自分たちで守るという連帯意識をもって、

自主的な防災活動を行っていただく自主防災組織

の拡充を図っているところでございます。 

今後、合併当初市内の自主防災組織が組織され

ていた自治会は４９．３％で県内平均７１．９８％を大

きく下回る状況でございました。地域の安全確保

及び近隣の連帯意識の向上のためには、自主防災

組織の取り組みがぜひ必要との観点から、本年度

自治委員会連合会を始め、地域説明会を重ね、現

在７９．２％までに組織率を上げることができ、県

内平均を上回る状況にこぎつけたところでござい

ます。 

今後も引き続き自主防災組織の組織化を推進

するとともに、すでに組織された自治会のさらな

る充実を図ってまいりたいと考えておりまして、

新年度自主防災組織の活動に対する助成制度の

予算を本定例会にご提案をいたしておりますので

よろしくお願いいたします。 

また、高齢化問題や小規模自治会の抱える諸 問

題解消のためにも、そして組織の充実強化を図る

ためにも、議員ご指摘のように、自治会の再編統

合は大変有効であると思っているところでありま

して、その推進にも努めているとこでございます。 

合併前、旧１市２町で２０９あった行政区を合併

時には１８４自治会へと再編統合できました。その

後、自治会長等への説明会を通して、一定のご理

解をいただける状況にありまして、平成１８年度

末には、１６３自治会に再編が進む予定となってお

ります。 

今後も自主防災組織等の確立を図るとともに、

効率的な自治運営が行えますように、自治会の再

編等を通じて自治会活動の充実に努めてまいりた

いと思っているところでございますので、ご理解

をお願いいたします。 

以上でございます。 

〇議長（近藤準三郎君） 建設課長奥田秀穂君。 

〇建設課長（奥田秀穂君） 近藤今朝則議員の県

道豊後高田安岐線の道路改良工事についてのご質

問にお答えいたします。 

県道豊後高田安岐線の改良工事のうち森地域

につきましては、平成１３年に着工され、これま

でに全体事業の約８０％が遂行されてきておりま

したが、残す用地の一部において協力が得られず、

工事が中断されております。現在、県におきまし

ては、用地所有者との交渉と並行して、事業認可

取得に向け、国との協議を進めているとのことで

あります。 

また、小田原地域の急カーブ難所の道路改良工

事につきましては、平成４年度に、道路機能の向

上を図るためカーブ修正等の計画がなされ、工事

説明会等が行われてきましたが、関係者の理解が
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得られず、現在に至ってるということでございま

す。しかしながら、同箇所につきましては、横断

歩道が設置されております。そのため、本年度に

横断歩道付近にドライバーに対する注意喚起のた

めの薄層カラー舗装や、警戒標識の設置、カーブ

ミラーの取替え等、交通安全確保の対策が講じら

れることになっているとのことであります。 

議員ご指摘のとおり、これらの箇所につきまし

ては、本市における主要幹線道路でもあり、今後

県へ働きかけてまいりたいと思っております。 

以上でございます。 

〇議長（近藤準三郎君） ２４番近藤今朝則君。 

〇２４番（近藤今朝則君） 再質問でございます

が、ただいまの私の３項目に対する市長ほか関係

者のですね、前向きの誠意ある答弁と受け止めま

して、これ以上はですね、執行部のさらなる努力

にご期待申し上げまして、質問を終わらせていた

だきます。 

〇議長（近藤準三郎君） １７番後藤龍太郎君。 

〇１７番（後藤龍太郎君） １７番香友会後藤龍

太郎です。豊後高田市行政改革大綱及び実施計画

案の中の、学校給食センター等の統廃合と調理業

務の民間委託について、質問いたします。 

現在、豊後高田市では、旧豊後高田市、真玉地

区はセンター方式、香々地地区は自校方式で学校

給食を実施しています。平成１８年度に予定され

ている学校給食センター建設により、平成１９年

度中には、新しい給食センターより全小中学校に

配送し、子どもたちに給食を提供すると聞いてお

ります。 

そこで、豊後高田市行政改革大綱及び実施計画

案を見ますと、平成２１年度には、調理業務につ

いても民間委託するとあります。財政面・衛生面

等から施設を統廃合するのはいたしかたないとこ

ろですが、わずか２年足らずで調理業務を民間委

託するというのは、いかがなものでしょうか。 

すべての民間業者がいい加減な仕事をするとは

思いませんが、耐震強度偽装問題やＢＳＥ問題

等々から一抹の不安は拭えません。食は人の生命

に関わることです。行政の責任は大変重いものが

あると思います。ましてや給食は子どもたちに関

わることなので、安全でおいしいものを提供して

いただきたいものです。そのためにも、調理業務

の早期民間委託については、慎重に検討していく

べきだと思いますが、市長の見解をお聞きします。 

〇議長（近藤準三郎君） 教育長都甲桂一君。 

〇教育長（都甲桂一君） 後藤議員の行政改革大

綱に関わります学校給食調理場についてのご質問

にお答えいたします。 

市内に７箇所ある給食調理場につきましては、

施設の規模や設備の問題などから、国の安全衛生

基準をクリアすることができにくい状況であるこ

とから、統合して新しい給食センターを建設する

ことになり、昨年９月の定例会で設計等委託料の

予算措置についてご承認をいただいたところであ

ります。現在、給食センター建設に係る基本計画

を策定中でありまして、平成１８年度に建設を行

い、平成１９年度の２学期からの供用開始を予定

しており、最終的には、行政改革大綱にあります

ように、調理業務を平成２１年度から民間委託し

たいと考えております。 

議員ご指摘のように、学校給食は児童生徒に

とってとても大切なもので、何よりも安全・安心

が最優先されなければならないことは言うまでも

ありません。民間委託した場合、この安全・安心

が守られるのかということですが、予定している

委託の内容は、調理業務のみでありまして、献立

の作成、食材の調達や食材の研修などは、これま

でどおり市の職員及び学校栄養職員が行います。 

したがいまして、安全衛生などの管理監督に関

する最終的な責任は市が負うことになりますので、

安全・安心な給食の実施を確保できるものと考え

ております。また、民間委託に際しましては、学

校給食の重要性を深く認識し、自覚と責任を持っ

て業務を遂行できる業者の選定に努めてまいりた

いと思っております。このような状況であります

ので、今後、保護者の方々を始め関係者と充分話

し合いご理解をいただいた上で、予定しておりま

す平成２１年度からの民間委託を目指してまいり

たいと考えておりますので、ご理解のほどよろし

くお願いいたします。 

以上でございます。 

〇議長（近藤準三郎君） １７番後藤龍太郎君。 

〇１７番（後藤龍太郎君） では再質問いたしま

す。 

今年１月、私たち香友会は和歌山県有田市の学

校給食センターを視察研修してまいりした。有田

市の人口は約３万４，０００人で、新しい学校給食

センターができる以前は、７つの小学校は自校方

式、４つの中学校はセンター方式で給食を実施し

ていたそうです。豊後高田市と共通する部分が非

常に多いところでありました。平成１４年に総事

業費７億６，７５０万円で給食センターを建設し、

最大一日４，０００食の調理能力を持ち、現在３，３０

０食を作って小中学校に配送しているそうです。 

調理員はどうかというと、当初は、３０名いた

調理員が現在１８名で賄っているそうです。その

うち、市の職員は１２名、パート６名ということ

でした。有田市も平成１９年度に民間委託を計画

していたそうですが、いろいろ問題があり、この

ままのほうがいいのではないかと、ただ今検討中

であるということでした。 

以上のことから、豊後高田市においても、５年

ぐらいの時間をかけ、慎重に民間委託を考えてい

かなければならないんではないかと思います。市

の財政が厳しい中ではありますが、削るところは
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削り、こういう子どもたちの食、命に関わるとこ

ろには、お金を使ってもいいのではないでしょう

か。市長の見解を求めます。 

〇議長（近藤準三郎君） 教育長都甲桂一君。 

〇教育長（都甲桂一君） 後藤議員の再質問にお

答えいたします。 

議員から先程お話がありましたように、食の重

要性、それから安全・安心ということについては、

私たちも充分に検討していきたいというように考

えておりますし、先程申しましたように、業者の

選定等につきましても、充分安心できる、信頼の

おける業者の選定に努めてまいりたいと考えてお

るところでございますし、そういうことから、予

定の方針で進めてまいりたいというように考えて

おりますので、ご理解のほどをよろしくお願いい

たします。 

以上です。 

〇議長（近藤準三郎君） 市長永松博文君。 

〇市長（永松博文君） 私の考えをということで

ございましたので、この当面教育委員会の問題で

すが、教育長からも前々からご相談はいただいて

おりました。で、行革以前の問題としても、やは

り、これについては、民間委託等については議論

をいたしております。そういう面では、私は教育

委員会の意思に沿ってやっていきたいとそういう

ふうに考えている次第でございます。 

以上でございます。 

〇議長（近藤準三郎君） １７番後藤龍太郎君。 

〇１７番（後藤龍太郎君） ２１年度の民間委託

にあまりこだわらずに、慎重に検討していっても

らいたいことを期待して一般質問を終わりたいと

思います。 

以上です。 

〇議長（近藤準三郎君） ３９番木村修一君。 

〇３９番（木村修一君） ３９番議席の木村であ

ります。一般質問をさせていただきます。 

その前に、先般問題になりました旧香々地町の

固定資産税課税ミスで、市長さんを始め、関係者、

議会、納税者の方々市民の皆様に多大のご迷惑を

おかけいたしましたことに、深くお詫びを申し上

げます。誠に申し訳ございませんでした。 

それでは、私の質問事項は２点について、端的

にお伺いを申し上げます。 

１点目は、全員協議会で説明を受けました市行

政改革大綱及び実施計画案についてであります。 

行政改革の必要性を、財政状況に厳しさを強く

謳ってあります。また、市長さんの提案理由の説

明でも、財政状況を市民に理解を求めています。

私たちは、合併前の研修会、説明会、また資料等

で三位一体の行財政改革による効率化によって生

み出される財源を、新たなまちづくりや産業振興

のために重点的に投資することは可能になり、地

域の中核となる質の高い施設の整備や大規模な投

資をする事業が可能になり、地域内の格差の是正

に必要な社会資本の整備をすることが可能と説明

を受けてき、また聞いてもまいりました。 

合併前の財政シミュレーションを見ますと、平

成２９年頃までの交付税はほぼ横ばいですが、改

革大綱では大きな減額がなされております。改革

大綱の財政シミュレーションは、平成１７年度交

付税６８億８，４００万、平成２１年度５４億９，７００万で

１３億８，７００万の減で、旧真玉町、旧香々地町の

受けていた交付税額以上の削減であります。公債

費の元利償還金は待ったなし、市の依存財源が減

る以上は、歳出を抑えなければなりません。高齢

化が進めば扶助費は膨れ上がる、一方で公共事業

など投資的な経費が抑制されてまいります。 

以上の点から、過疎地域自立促進平成１７年度

から平成２１年度事業費総額１２３億３，５００万、ま

たまちづくり計画、新市建設計画の重点事業はど

の程度実施可能でしょうか。お伺いいたします。 

 質問事項２点目は、市内の土地改良区について

お尋ね申し上げます。 

市内の土地改良区は旧豊後高田市に並石土地

改良区、呉崎土地改良区、旧真玉町に真玉土地改

良区、旧香々地町に石河内土地改良区、藤原土地

改良区、後野土地改良区があります。土地改良区

は農道や溜池など土地改良施設の維持管理のため

に、農業者を中心として受益者が組合員として設

けております。現在においては、組合員の高齢化

など取り巻く環境の変化、組織基盤の弱体化が進

んでいます。その組織の強化や運営事務効率を図

るために連絡協議会を設立して統合してはいかが

でしょうか。合併となれば各改良区の資産、賦課

金等の問題点があると思いますが、行政的に指導

してはいかがでしょうか。 

また、県に合併土地改良区育成強化事業として、

合併団体に人材育成支援制度があるのではないで

しょうか。 

以上、お尋ねいたします。 

〇議長（近藤準三郎君） 市長永松博文君。 

〇市長（永松博文君） 木村議員の、行政改革実

施に伴う新市建設計画及び過疎計画の実施の見

通しについてのご質問にお答えをいたします。 

先程議員からのご指摘もありましたけれども、

私ども合併する以前におきましては、合併すれば、

合併が行革であるということで、合併すればよく

なると、そういう国の方針の下にやり始めました。

しかしながら、その後、三位一体改革等によりま

して、合併しても、皆さん方にご説明申し上げま

したように、行革をしなければやっていけないと

いう状態になりました。まあやむを得ない国の方

針でありますので、従わざるを得ないと思ってお

ります。 

そういう中で、一番問題になりますのは、私ど

もは皆さんご存知のとおり、税収は１８億、ほと



３月９日 

 - 34 - 

んどが国の交付税で賄っております。そういう中

で、交付税が約、一般歳入の７割を占めるという、

これを削減をされるわけですから非常に厳しい状

況にあります。その上に、もう１つ、私ども今回

の国勢調査で１，０７７人の減少がなりました。そ

れにおいてもまた、この交付税というのは、人口

によってくれる部分がございます。また減るとい

うそういう状況でございます。そういう面で、ど

ういうふうにするかということは、皆さん方にご

相談した行政改革であります。 

この厳しい財政の中で行政改革を徹底してやっ

ていくということで、その徹底した人件費や一般

行政経費の抑制はもちろんのことですけれども、

各種の事業についても、適切な役割分担を定め、

市民の皆さんのご理解とご協力をいただきながら、

ある意味においては、私どもだけではなく、市民

の方々にも痛みを分けてわかっていただかなきゃ

ならんだろうとそう思っているところでございま

すが、今後は、必要最小限の事業実施によりまし

て、最小の経費で最大の効果を上げるような取り

組みを行っていかなければならないと考えており

ます。しかしながら、このような大変厳しい財政

状況の中でありますが、小さくともきらりと光る

新豊後高田市の新しい未来を築くためには、住民

生活に最も必要であります、特に早急に整備をし

なければならないもの、例えば、建設計画の中で

最重点と挙げておりますケーブルテレビの整備や

学校給食センター、そしてまた火葬場の建設と

いった新市建設計画に基づく重要な、そしてまた

差し迫った事業については、この行政改革期間内

であっても合併特例債を中心に優良な補助金など

有効に活用しながら実施してまいりたいと考えて

おるところでございます。 

また、徹底した取り組みを行う行革期間終了後

には、財政状況も何とか持ち直してくると考えて

おりますので、図書館などの施設を始め、新市建

設計画に予定されている市民生活に大切なその他

の事業につきましても取り組みを行い、新市建設

計画期間内に実施に向けて努力をしてまいりたい

と考えておる次第でございます。 

一方、過疎地域自立促進計画につきましては、

過疎債を活用するという前提によりまして計画を

立てたものでありますので、非常に多くの事業を

掲載しております。しかし、ご案内のように、合

併により県下のほぼ全域が過疎地域ということに

なってまいりました。そうしますと、今後配分さ

れる過疎債は減少が予想されるところでございま

すし、さらに、将来的に過疎債制度そのものが不

透明な状況もあることから、今後この過疎計画に

基づく事業につきましては、その内容について充

分に精査しながら、国・県とも協議をし、何とか

過疎債をたくさん取ってやっていく、そういうよ

うな状態でやっていきたいと思っておる次第でご

ざいます。 

その他のご質問に関しましては、担当課長に答

弁させますのでよろしくお願いします。 

〇議長（近藤準三郎君） 農地整備課長安部多喜

男君。 

〇農地整備課長（安部多喜男君） 土地改良区の

統合問題についてお答えします。 

現在、本市には１４の土地改良区がございます。

高田地区が１０、真玉地区が１、香々地地区が３

の土地改良区となっております。真玉地区におき

ましては、平成１３年２月５日に４つの土地改良

区が統合しました。ご承知のように、土地改良区

は、農地や農業用水利施設の管理を主に活動して

おりますが、ほ場整備や農道整備等の土地改良事

業の施工においては、計画から実施に至るまで行

政と密接に結びついて地域農業の振興に重要な役

割を果たしております。しかしながら、議員ご指

摘のように、近年、組合員の高齢化や後継者不足

等が土地改良施設の維持管理に支障を来たしてお

り、さらに、賦課金や償還金等の事務においても、

人材不足の土地改良区もあり、組織の運営が憂慮

されるところであります。 

こうした状況を踏まえ、大分県では、土地改良

区統合整備基本計画を策定し、組織力の強化や迅

速な事務処理、運営の合理化を図るべく、土地改

良区の統合を推進しているところであります。 

本市におきましても、この基本計画に基づき、

各土地改良区の総会や理事長会等においても、機

会あるごとに説明し、理解を求めてきたところで

ありますが、賦課金や財産、未収金等の難しい問

題もあり、その解決策も容易なものではないこと

から、機運も高まっていない状況であります。 

しかし、土地改良区の運営基盤の強化を図るた

めには、統合は必要と考えておりますので、今後

とも統合に向け理解が得られるよう努力をしてま

いりたいと思います。 

なお、議員からお話のありました、土地改良区

の組織力強化や運営効率化のための協議会設置に

つきましては、統合に関する様々な問題解決を

図っていく上にも有効な手段と思われますので、

取り組みの方向で、県を始め関係団体と協議して

まいりたいと考えております。 

また、県単独の合併支援制度でございますが、

現在はないと聞いております。 

以上でございます。ご理解いただきたいと思い

ます。 

〇議長（近藤準三郎君） ３９番木村修一君。 

〇３９番（木村修一君） 質問事項１点目につき

ましては、行政改革大綱にあります将来像の実現

に向けて努力をお願いしたいと思います。 

２点目の、土地改良区の負担軽減対策のために、

ぜひとも統合に向けての行政の努力をお願いいた

しまして私の質問を終わります。 
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以上です。 

〇議長（近藤準三郎君） １０番明石光子君。 

〇１０番（明石光子君） １０番明石光子でござ

います。通告に基づき３項目にわたって一般質問

を行います。 

 初めに芸術文化振興の取り組みについてお尋ね

します。 

２００１年に制定された文化芸術基本法を基に、

大分県でも文化芸術振興条例を制定いたしました。

基本法の中には、新進若手芸術家の育成支援や、

子どもたちが本物の文化芸術に触れる機会の提供

など、多彩な具体策が盛り込まれています。一口

に文化芸術といっても、その幅はとても広く、歌

や踊り一つとっても、歌謡曲や歌舞伎、日舞、洋

楽やバレエなど、捉えどころのないほど大きな領

域があります。豊後高田市でも草地踊りや真玉歌

舞伎、市民合唱団そよ風などに代表される文化公

演が市民の目を楽しませ、心を和ませてくれてお

ります。 

バブル崩壊後の日本社会は、混迷を深めるばか

りで、様々な要因が引き金となり、心を病んだ子

どもたちや大人による痛ましい事件や事故が多発

しております。そんな社会だからこそ、心豊かな

国づくり、まちづくりを目指して、文化芸術振興

基本法が制定されたと聞いております。 

このことに触れて、バイオリニストの辻久子さ

んは、「子どものときに心に刻んだ感動は生涯の

心の財産になる。本物の芸術に触れる機会がさら

に広がることを願う」とコメントしています。 

文化の力や芸術の力は、感性を磨き生きる力や

元気を生み出します。先月の２月１２日、西都甲

地区公民館祭が地域おこしの一環として開催され

ました。一押しは、なんと言っても地域の皆さん

による演芸会でした。とりわけ６地区の自治委員

さんによる歌舞伎芝居は大変な盛況で、高齢者の

方から子どもたちまでが感動し、場内は割れんば

かりの拍手に包まれました。素人の演技にも心奪

われ、涙したり爆笑するという感性こそが、いま

の子どもにも大人にも必要だと思います。現在、

多くの自治体で文化芸術振興のための施策が行わ

れています。条例制定に対する見解も含めて、豊

後高田市での取り組みについてお伺いいたします。 

２点目は、アーティストバンクの設置について

ですが、豊後高田市内には、文化人や芸術の達人、

様々なアーティストが大勢いらっしゃると聞いて

おります。これらの方々がよりいっそう地域のた

めに活躍していただける場を提供できる環境づく

りについて、私は以前も質問をしてきた経過があ

りますが、なかなか具体策が見えてきません。 

そこで、お尋ねしたいのは、市内で活動してい

る文化芸術の達人の活躍の場を広く提供すること

が行政を通してできないかということです。 

例えば、小中学校への訪問、福祉施設への慰問

活動、各種イベントへの出演等々、一般市民がよ

り簡単に申請できてアーティストにとっても参加

方法がよりわかりやすくなるよう工夫していただ

きたいと思います。発表の場を求めるアーティス

トなどの送り手と、薫り高い文化や芸術を求める

受け手が双方に情報を得やすくする。そのために

は、まずアーティストバンクの設置が必要と考え

ますが、見解をお聞かせください。 

３点目は、感性きらめく芸術教育推進事業につ

いてですが、大分県教育委員会は、新年度から小

中学校の授業に芸術教育を取り入れると発表いた

しました。ゆとり教育が叫ばれる一方で子どもた

ちの学力低下が問題となり、先生も、児童生徒も、

常に高い目標に向かって努力を強いられるといっ

た教育環境の中で、今回の感性きらめく芸術教育

は、すべての教科の基礎となる、感動する心、知、

徳、体のバランスが取れた子どもを育てる意味に

おいて大変にすばらしい教育だと思います。この

事業についての取り組みと事業内容についてお尋

ねいたします。 

次は、少子化対策について４点の質問を行いま

すが、④につきましては、この際取り下げをいた

します。 

初めに、不妊治療助成制度の期間延長について

お尋ねいたします。 

不妊治療助成事業が、国が進める次世代育成支

援の一環として平成１６年度からスタートいたし

ました。この事業は、不妊治療の経済的負担の軽

減を図るため、臨時の特例措置として、医療保険

が適用されず高額な医療費がかかる配偶者間の不

妊治療に要する費用の一部を対象者に助成するも

のですが、現行の制度では、体外受精、顕微鏡受

精を対象に１年度当たり上限額１０万円とし、通

算２年となっています。 

この制度については、私も再三質問をさせてい

ただき、本市でも平成１６年の１０月から実施をさ

れております。不妊治療については、かなり継続

的な治療が必要なことから、国に対しさらなる支

援策が求められていましたが、この度、平成１８

年度予算案で助成期間が通算５年に拡大をされま

した。本市においても、国の実施要綱に沿って助

成期間を通算５年に拡大してほしいと願うところ

ですが、これまでの実績と併せて見解をお尋ねい

たします。 

次は、出産育児一時金についてですが、健康保

険法改正案など医療制度改革関連法案が２月１０

日に閣議決定をされました。この法案には、出産

育児一時金の増額が盛り込まれています。その内

容は、今年平成１８年１０月から一時金を現行３０万

円から３５万円に増額するとなっています。これ

によって、政管健保は１８年１０月スタートとなる

予定ですが、国保についても同時期にスタートで

きるよう準備をお願いしたいと思いますが、お考
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えをお尋ねいたします。 

３点目は、乳幼児医療費助成事業についてです。 

子育て世帯の負担軽減策の一つとして、豊後高

田市でも３歳未満の乳幼児医療費は無料となって

いましたが、県は、今年１０月から、通院医療費

の助成対象を現行の３歳未満から就学前に引き上

げるとし、新年度予算に約８億３，７００万円の予

算を計上いたしました。私ども県の女性局は、こ

れまで、毎年、県知事に乳幼児医療費の就学前ま

での拡大を予算要望してきた経過があり、昨年１

２月には、広瀬知事から県としても非常に厳しい

財政状況の中ではあるが、乳幼児医療費の助成対

象拡大にはできるだけの努力をしたいとのご回答

をいただきました。今回どのような形で就学前ま

でに拡大されたのか、事業の内容と豊後高田市と

しての今後の取り組みについてお尋ねをいたしま

す。 

最後は、スポーツ振興について３点質問をいた

します。 

１点目は総合型地域スポーツクラブの設置につ

いてですが、いつでも誰もが生涯にわたってスポー

ツを楽しむためには、スポーツを楽しむ環境づく

りが欠かせないことから、国は２０１０年までに、

全市町村に総合型地域スポーツクラブの設置を推

進しております。地域スポーツの拠点となるこの

クラブは、これまでの学校や企業を中心としたス

ポーツのあり方を大きく変え、いつでも誰もがあ

らゆるスポーツを楽しめる環境を提供し、スポー

ツ人口の増加や高齢者や子どもたちの体力向上は

もちろんのこと、地域活性化にもつなげることを

目標としています。県内でも、生きがいづくりや

防犯にも役立てたいと、現在各地で設置が進めら

れていますが、豊後高田市の取り組みについてお

尋ねいたします。 

２点目は、スポーツボランティア登録制度につ

いてですが、生涯スポーツを目指す中で、これま

での「する」「見る」に加えて、最近では「支え

る」スポーツにも注目が集められています。定年

退職をした中高年層の方たちが、自らボランティ

アとして志願し、スポーツを支えるケースが各地

で進んでいます。本市でも、仏の里マラソン大会

等では多くのスポーツボランティアの方たちによ

るコース上での給水接待など、まさに支えるスポー

ツの取り組みは進んでいますが、資料によります

と、新潟県上越市の教育委員会が２００４年にスター

トさせた「スポーツボランティア登録制度」によ

ると、募集するボランティアは３種類で、１つは、

市や地域などが開催するスポーツイベントの運営

をサポートするイベントボランティア、２つ目は、

スポーツ教室などで指導や補助をする運動普及ボ

ランティア、３つ目は、グラウンド、コートの整

備や体育館施設の清掃管理をする施設管理ボラン

ティアの中から選んで応募する。もちろん重複も

可能となっていて、これまでに１２１人が登録し、

年齢層は２１歳から８０歳まで幅広く、このうち、

約９割が５０歳代から６０歳代で占められていると

いうことです。 

年齢を越えて心身の健康維持するためにも、国

を挙げて生涯スポーツ振興の取り組みが進む中、

新たな支え手を育成するためにも、スポーツボラ

ンティアの登録制度をスタートさせてはどうかと

思いますが、お考えをお聞かせください。 

３点目は、リーダーバンク制度についてですが、

スポーツやレクリエーションなどの適切な指導や

助言ができる指導者を登録し、地域や団体などか

らの要請に応じて紹介する制度で、スポーツリー

ダーの多岐にわたる人材が登録されることで、よ

りいっそうスポーツを安心して楽しむことができ

るものと思いますが、見解をお聞かせください。 

以上で、初めの質問を終わります。 

〇議長（近藤準三郎君） 市長永松博文君。 

〇市長（永松博文君） 明石議員の、少子化対策

についてのご質問にお答えをいたします。 

わが国の出生児数は、一貫して低下傾向が続い

ておりまして、少子化社会へ急速に進んでおり、

厚生労働省が発表した人口動態統計によりますと、

日本全体でも２００５年は、死亡者数が出生者を上

回って人口の自然減が始まったと報じられており

ます。この背景には、晩婚化や未婚化による出生

力そのものの低下はもとより、就労環境の変化、

さらには、家庭や地域での子育て力の低下が大き

な原因ではないかと考えてるところでございます。 

このような状況の中で、本市におきましては、

子どもが健やかに生まれ、育つための、子育て支

援社会の構築を図るための各種の取り組みを行っ

ているところでございます。とりわけ、根本とな

る子どもを産みたいという切実な願いに対する施

策は、少子化対策の重要な課題の一つであると考

えておることから、先程議員ご指摘のように本市

でも不妊治療費助成事業を実施してきたところで

ございます。不妊治療につきましては、個々に異

なりますが、成果があると私も認識しております。

しかしながら、治療が長期間に及ぶケースもある

ということで、現在の国や県、本市が実施してい

る助成期間では必ずしも充分でないという意見も

多くあると認識しているところでございます。現

在、国におきましては、助成制度の期間を２年か

ら５年に延長する方針を打ち出して、県におきま

しても同様な改正を新年度から行うように準備を

してると聞いておりますので、本市におきまして

も、制度の期間延長を行ってまいりたいと考えて

おります。 

次に、乳幼児医療費の助成事業についてでござ

いますが、この事業は、県の補助要綱に沿いまし

てこれまで事業実施をしたところでございます。

議員ご指摘のように、今回、大分県では少子対策
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の充実を目的に制度の改正を行うことを打ち出し

たところでございます。今回の改正によりまして、

対象者にとりましては、新たに一部負担が生じる

ものの、全体的には対象者が広くなり、子育て中

の家庭への経済的支援につながるものと私ども考

えておりますので、本市におきましても、県の要

綱に沿った形で制度改正に取り組んでまいりたい

と考えてる次第でございます。 

その他のご質問につきましては、教育長及び担

当課長に答弁させますのでよろしくお願いします。 

〇議長（近藤準三郎君） 教育長都甲桂一君。 

〇教育長（都甲桂一君） 明石議員の芸術文化振

興並びにスポーツ振興の６点にわたります質問に

お答えいたします。 

まず、芸術文化の振興施策についてでございま

すけれども、ご質問のように、芸術文化は人々に

感動や安らぎをもたらし、生きる喜びとなり豊か

な人間性や創造性を育むとともに、豊かな感性を

育ててくれます。また、芸術文化に触れることで

共感する心を通じ、人と人とを結びつけ、理解し

あい、交流の輪が広がり、それが個性豊かなまち

づくりにもつながり、社会全体の活力を高めてい

くものと思っております。 

当市でも、市民の文化芸術に対するニーズに対

応し、公民館等を拠点とし、様々な文化事業展開

しておるところであります。また、芸術文化ふれ

あい事業の推進により、市民の芸術文化に触れる

機会の拡充、促進及び意識の高揚を図るため、オー

ケストラ、ミュージカル、歌舞伎等の観劇に対す

るチケット購入費の助成も行っているところであ

ります。併せて、これまで市内においてもミュー

ジカル等を開催する中で、日ごろ触れることのな

い優れた本物の芸術にも鑑賞の機会を提供してい

るところでございます。 

なお、芸術文化ふれあい事業のチケット助成の

利用状況につきましては、昨年度豊後高田市にお

いて２９３件の助成で、内容といたしましては、歌

謡コンサート等が大半を占めておりましたことか

ら、今年度は歌舞伎、オペラ等の伝統的な芸術及

び舞台芸術を対象に実施し、２月末現在で１０１件

で、ジャンル別には、演劇、ミュージカル等及び

歌舞伎が大半であります。また、旧真玉議事堂を

ミニコンサートホールに改修することにより、地

域の伝統芸能文化の、練習、公演会場として利活

用し、後継者育成にも努めたいと考えております。 

さらに、市内で活動するアーティスト等の活動

の拠点とし、各種イベント等にも活用できるよう

整備し、芸術文化事業の推進に寄与してまいりた

いと考えておりますので、ご理解のほどをよろし

くお願いいたします。 

なお、県の文化振興条例に基づく市の条例制定

につきましては、県の事業等を有効に活用する方

向でありますので、現段階では考えておりません

が、今後研究してまいりたいと思います。 

次に、アーティストバンクの設置についてお答

えいたします。 

アーティストバンクの設置についてでございま

すが、合併に伴い、新市には、すばらしい資質や

技能を有する人材が多く存在すると考えられます。

本年度の事務改善の提案で、人材バンクの設置が

採用され、現在、各課が業務上把握している各種

専門分野のカリスマと呼ばれる人材及び団体の情

報、又は職員が個人的に有している情報を集約し、

一元管理することにより、今後の行政サービスに

広く活用するための人材バンクシステムの構築に

向け取り組んでいるところでございます。 

現行では、庁舎内での各課及び職員からの情報

のみであり、個人情報保護の観点から、本人の意

思確認を行ったうえでの運用となっておりますが、

１８年度からは、市報や市のホームページを活用

する中で、広く市民一般からの自薦、他薦を問わ

ずに、情報の提供を受け付ける方向で検討を進め

ているところであります。 

人材バンクの活用につきましては、公民館教室

などの生涯学習の場における講師としての活用を

始めとし、ゲストティーチャーとして学校に派遣

することで、児童生徒に身近な本物の技能を体験

する機会を設けるなど、様々な方策が考えられま

す。また、学びの２１世紀塾における講師として

の活用も見込まれ、子どもを含めた中での市全体

としての生涯学習の機運を高められるとともに、

活性化にもつながり、第２第３のカリスマとして

の人材の育成にも寄与されることが予想されます。 

ご質問の、アーティストバンク及びスポーツリー

ダーバンクの設置については、本人材バンクのジャ

ンルの一つとして対応できるものと考えておりま

す。なお、今後の行政全体を見据えた中での有効

的な活用も見込めることから、ぜひとも人材バン

クシステムの早期構築に向け取り組んでいく所存

でございますので、ご理解くださいますようお願

い申し上げます。 

次に、３点目の、感性きらめく芸術教育推進事

業についてでございますけれども、議員ご指摘の

ように知、徳、体の調和の取れた人間の育成や地

域の伝統文化やふるさとを大切にする心の育成が

求められており、県では感性きらめく芸術教育推

進事業について、推進地域を募集し、感性豊かな

児童生徒の育成を目指しているところであります。

本市は、太鼓や歌舞伎、神楽、豊後浄瑠璃、草地

踊り等伝統文化の宝庫でもあり、各幼稚園、小学

校、中学校でも、太鼓や琴の和楽器を使った学習

も行っており、ぜひともこの事業に取り組みたい

旨を県教育委員会に伝え、音楽の分野での２年間

の指定を受けたところでございます。 

この事業の概要を大別すると２つありまして、

その１つは、県内の和楽器演奏者や民謡の歌い手
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等によるコンサートの開催や、子どもたちによる

郷土音楽の演奏発表会の開催であり、もう１つは、

小中学校での郷土の音楽や民謡を和楽器で演奏し

たり合唱したりする授業の研究を行うことであり

ます。 

 実施にあたっては、小中学校の音楽担当者で組

織する音楽部会が担当し、市内全小中学校を対象

といたしております。２年間の授業が子どもたち

にとって有意義なものになるよう取り組んでいき

たいというように考えておるところでございます。 

次に、スポーツ振興の中の総合型地域スポーツ

クラブについてでございますけれども、本市のス

ポーツは、市の体育協会を始め各支部や各種ス

ポーツ団体などが中心となって振興を図ってきた

ところであり、各種競技スポーツにおいては、一

定の成果を上げてきたところであります。これま

でのスポーツに対する市民の認識は、行政やス

ポーツ団体がしてくれるものという考えがあり、

既存の団体や組織による、どちらかといえばスポー

ツをしている人だけを対象とした活動にとどまっ

ていたのが現状です。近年の生活様式の変化や健

康志向の高まりの中、生活の質を高め、健康で充

実した生活を生涯にわたり送ることは、すべの市

民の願いであります。このような現状に対応する

ため、現在、教育委員会では豊後高田市スポーツ

クラブ（仮称）の本年度中の設立を進めていると

ころでございます。 

このクラブの概要を申し上げますと、１、生涯

にわたっていつでもどこでも誰でもスポーツを楽

しむことができる環境を市民自らつくり育ててい

くことにより、健康な生活を送ることができる。 

２点目として、地域の様々な技能を持った会員

を活用するなど市民主体の運営を行う。 

３点目として、地域に根ざした息の長いクラブ

として存続させるため、クラブマネージャーを配

置し、受益者負担の原則で行う。 

４点目として、多様化、高度化する市民の欲求

や変化に柔軟に対応するスポーツ活動等を提供す

ることで、潜在的なスポーツ人口の掘り起こしを

行う。であります。 

この事業は、少子高齢化、健康増進や福祉の充

実、生活の質の向上や地域づくりといった課題の

解決について、将来を見据えた新たなスポーツ振

興を図るための取り組みでございますので、議員

を始め市民の皆様のご支援ご協力をお願い申し上

げます。 

次に、スポーツボランティア登録制度について

でございますけれども、今後クラブを運営するに

あたり、イベントやスポーツ教室の開催、クラブ

の運営には、指導者やスタッフが必要であり、市

体育指導員や競技団体の方々に指導や運営に当

たってもらおうと考えていたところであります。 

議員ご指摘のように、中高年の方で指導やクラ

ブの運営に参画願えれば大変ありがたいことであ

ります。現在、運営委員会を開催し、クラブ設立

に向け準備を行っていますので、議員ご指摘の件

につきましても、取り入れるよう検討してまいり

たいと考えております。 

最後に、リーダーバンク制度についてのご質問

でございますけれども、このリーダーバンク制度

は、議員ご指摘のように、スポーツをしてもらい

たい、スポーツの怪我の予防や健康、体力づくり

の方法を知りたい、トレーニングの方法を聞きた

い等、市民のニーズに応えられる体制を整備して

おくことであります。市も生涯学習課が主管課と

なり、人材バンクを立ち上げたところであり、来

年度大分県広域スポーツセンターもリーダーバン

ク制度をスタートさせる予定であります。 

教育委員会といたしましては、市の人材バンク

や県のリーダーバンク制度を活用していきたいと

考えていますので、ご理解のほどお願い申し上げ

ます。 

以上でございます。 

〇議長（近藤準三郎君） 子育て・健康推進課長

小野俊久君。 

〇子育て・健康推進課長（小野俊久君） 少子化

対策について、お答えします。 

不妊治療費助成制度のこれまでの実績といたし

ましては、平成１６年度に４件、平成１７年度は、

年度途中ではありますが、現在まで２件の申請に

対して助成を行ってきたところでございます。 

続きまして、乳幼児医療費助成事業についてお

答えします。 

この事業は、これまで県の補助要綱に沿いまし

て、３歳未満児までの通院、入院、食事療養費等、

そして未就学児までの入院と食事療養費を助成対

象として実施しているところでございます。 

大分県は、少子化対策の充実を目的に制度の改

正を本年１０月から行うことを打ち出したもので

ございます。今回の改正内容といたしましては、

まず、通院医療費の助成がこれまで３歳未満児で

あったものを、未就学児まで引き上げること。次

に、これまで助成対象であった入院時の食事療養

費を廃止すること。そしてこれまではなかった自

己負担金を導入するという３点でございます。 

今後、詳しい内容についての説明会が開催され

ると聞いておりますので、それを受け、県の要綱

に沿った形での制度改正に向けて準備を進めてま

いりたいと考えております。 

以上でございます。 

〇議長（近藤準三郎君） 保険年金課長脇谷道男

君。 

〇保険年金課長（脇谷道男君） 明石議員の、少

子化対策の中で出産育児一時金についてお答えい

たします。 

現在、国において公的医療給付の見直しが進め
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られており、少子化対策として、現金で給付して

いる出産育児一時金を引き上げることが国会で審

議中です。出産育児一時金の改正内容につきまし

ては、平成１８年１０月から現行の３０万円から３５

万円に引き上げられる予定でありますので、今後、

国保運営協議会で審議をいただき実施していきた

いと思います。 

以上でございます。 

〇議長（近藤準三郎君） １０番明石光子君。 

〇１０番（明石光子君） ただ今、市長より少子

化対策につきましては、大変に前向きなご答弁を

いただきまして、感謝を申し上げます。 

芸術文化振興につきましては、中央公民館ある

いはまた地区公民館での文化活動を始め、新たに

真玉にミニコンサートホールを整備して、伝統文

化芸能を始め多くのアーティストを育成し、市民

の目を楽しませてくれるものと期待をしておりま

す。ちなみに平成１８年度文化庁予算では、非常

に厳しい財政状況の中で、１，０００億円を上回る

文化庁予算が確保されております。今後、人材バ

ンクとして広く文化人、芸術家、アーティストあ

るいはまたスポーツボランティア等の登録をして

いただき、学校教育を始め市民の要望に応えてい

ただければ芸術文化振興を通して市の未来に、新

市の未来に希望あふれる地域づくり、人づくりも

可能だと考えるところです。今後の人材バンクの

活用に期待をいたしまして、質問を終わります。 

〇議長（近藤準三郎君） 暫く休憩をいたします。

午後は１時から開会いたします。 

      午後 ０時０９分 休憩 

      午後 １時００分 再開 

〇議長（近藤準三郎君） 休憩前に引き続き会議

を開きます。 

６番山田秀夫君。 

〇６番（山田秀夫君） ６番山田秀夫でございま

す。一般質問を行います。 

まず、自立支援の医療費の申請状況についてお

尋ねをいたします。 

いよいよ、本年４月１日より、障がい者の自立

支援法が施行されます。この法律は、平成１５年

度からノーマライゼーションの理念に基づいて、

障害保健福祉施策として導入された支援費制度に

より充実してまいりました。しかし、身体障がい、

知的障がい、精神障がいといった障害者種別ごと

に縦割りでサービス提供がされており、施設、事

業体系がわかりにくく利用しにくいこと。サービ

スの提供体制が不充分な地方自治体もあり、必要

とする人たちにサービスが行き届いていないこと。

また、支援費制度における国と地方自治体の費用

負担のルールでは、増え続けるサービス利用のた

めの財源を確保することが厳しくなっていること

等、こうした制度上の課題を解決し、障がい者が

利用できやすいサービスを提供し、よりいっそう

の推進を図るためにできた制度であります。 

その中で、市町村等が行わなければならない責

務として、障がい者が自ら選択した場所に居住し、

また、障がい者等がその有する能力及び適正に応

じ、自立した日常生活又は社会生活を営むことが

できるよう、障がい者等の生活の実態を把握した

上で、公共職業安定所その他の関係機関との緊密

な連携を図り、必要な自立普及及び地域生活支援

事業を総合的かつ計画的に行うこと、また、障が

い者等の権利の擁護のために必要な援助を行うこ

と等の責務があります。 

そこで自立支援給付の中の自立支援医療費の申

請状況についてであります。 

支給を受けようとする障がい者又は障がい児の

保護者は、市町村等に支給申請を３月３１日まで

に提出しなければ新しい制度を受けることができ

ません。いま現在、当市において、自立支援医療

費を受けておられる方がどれくらいおられるのか、

また、どれくらいの方が今までに申請にこられて

おられるのか、更生医療、育成医療、精神通院医

療ごとにお願いをいたします。 

次に、今まで行政として、どのような方法で対

象者やその保護者の方々や、また、対象となる関

係の医療機関にお知らせをしてこられたのかも併

せてお尋ねをいたします。 

次に、市町村の地域生活支援事業についてであ

ります。 

当市として行う事業として、障がい者、障がい

児の保護者等からの相談に応じ、必要な情報の提

供及び助言等を供与するとともに、障がい者等の

権利の擁護のために必要な援助を行う事業であり

ます。手話通訳等の派遣、日常生活用具の給付又

は貸与、障がい者等の移動を支援する事業等が、

当市においてはどのように行っておられるのか、

お尋ねをいたします。 

次に、市町村障害福祉計画についてお尋ねをい

たします。 

市町村は、基本方針に即して、障害福祉サービ

ス相談を支援及び地域生活支援事業の提供体制

の確保に関する計画を定めること、当該計画にお

いては、各年度における指定障害福祉サービスの

種類ごとの必要な量の見込み、見込み量の確保の

ための方策等を定めることになっておりますが、

当市の状況についてお尋ねをいたします。 

次に、当市のホームページ等の活用についてお

尋ねをいたします。 

豊後高田市行政改革大綱及び実施計画案が出

されております。その中に、市報への有料広告記

載、掲載を公募し、広告料収入を図り、新たな財

源確保に努めるとありますが、この制度の概要や

取り組み状況についてお尋ねをいたします。 

また、当市のホームページをアクセスしてみま

すと、私が、２月２３日現在で、当市は１６万１，７
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０８件のアクセスがあっています。隣の宇佐市で

は２７万９，１０５件、隣接してる杵築市では５万３，

９０１件で、その１週間後に３月の２日でもう一度

当市とアクセスしてみますと１６万５，３５４件でこ

れを１週間で割りますと１日平均約５２０件が当市

をアクセスしております。これをまず１年に置き

換えますと、約１９万件の方が市外県外を問わず

当市をアクセスしてることになります。 

ちなみに、群馬県の太田市では、昨年の１２月

よりホームページの有料広告を掲載して、年間１

０８万円の収入を見込んでおります。太田市によ

ると掲載するのは、バナー広告と呼ばれ、６枠で

１枠の大きさが縦１５．６ミリ、横３１．１ミリで、料

金は月額１万５，０００円で、長期契約割引があり、

半年で７万５，０００円、年間で１５万と試算してあ

ります。ほかにも公用車や封筒に有料広告を導入

しているところもありますが、ぜひ当市において

も、財源が厳しき折、税外収入の確保のためにも

有効だと思われますが、お考えをお尋ねをいたし

ます。 

次に、教育関係についてお尋ねをいたします。 

まず、小学校にスムーズに入学するための児童

の対応についてお尋ねをいたします。 

当市は市立の幼稚園や保育園が統廃合されてき

ております。今までは、地域によっては、付属の

幼稚園があって小学校の生徒と園児との交流は密

に図られていたと思われます。最近、全国的に小

学校の現場では、児童に基本的な生活習慣が身に

ついていなかったり、幼稚園、保育園と、小学校

との違いに順応できずに授業に集中できない子ど

もが急激に増えているなどの課題がマスコミ等で

報じられております。 

当市ではどのような対応をされているのか、ま

たそのような児童や生徒がおられるのかお尋ねを

いたします。 

次に、小中一貫教育についてお尋ねをいたしま

す。 

先日、大分合同新聞に掲載されましたが、小中

学校の教員が、垣根を越え互いの学校で授業する、

県内では初めての取り組みを本市はいたしており

ます。県教育委員のモデル提案型市町村教育改革

推進支援事業として、市内６つの中学校区で教員

が乗り入れ授業を２学期から実施しています。教

員免許の問題もあり、県教員事業による来年度ま

での特例措置となっております。中学校進学と同

時に、子どもたちは勉強や生活環境が大きく変わ

る。段差を少しでもなくそうと考えたそうであり

ます。子どもたちには先を見越した勉強のきっか

けにしてほしい、小中学校の教員が互いにそれぞ

れの実情を肌で感じ、課題を理解しあうのも目的

というふうに報じられております。小中学校の教

職員が互いの授業を見ることは、資質向上にもつ

ながる。小中連携を将来につなぐために各方面に

働きかけたいということで、大分合同に語ってお

られますが、これは、小中一貫教育を視野に入れ

たお考えなのか、お尋ねをいたします。 

次に、学力の維持向上だけでなく、豊後高田市

で安心して子育てができ、安心して子どもを預け

られる教育環境をつくりたいと言っておられます

が、具体的にはどのような環境づくりなのかも併

せてお尋ねをいたします。 

次に、学校給食センター等の統廃合と調理業務

の民間委託案が行政改革大綱及び実施計画案に

出されています。学校給食に対するニーズは多様

化しており、学校給食を抱える課題も解決するた

めにも、新しい給食センターの整備が重要である

と思われます。しかし、市の財源の状況は厳しく、

従来以上の、より効率的な運営を図るとともに、

民間が有する食品衛生に関するノウハウを活用し

て、民間資金等の活用による公共施設等の整備の

促進が必要であると考えます。 

より安全・安心な学校給食を実現するためにも

ＰＦＩ方式を導入してはどうかと思いますが、教

育長のお考えをお尋ねをいたします。 

以上で１回目の質問を終わります。 

〇議長（近藤準三郎君） 教育長都甲桂一君。 

〇教育長（都甲桂一君） 山田議員の、教育問題

についてのご質問にお答えいたします。 

まず、小学校にスムーズに入学するための児童

の対応についてでございますけれども、議員ご指

摘のような現象を小１プロブレムと言い、精神的

に幼いために、学級という集団生活になじめなかっ

たり、学校生活のルールが理解できなかったりす

ることから、授業中に席を立って歩き回ったり、

騒いだりする現象が起こるといわれています。平

成１２年前後から、都市部の小学校の先生の間で

学級の課題として指摘されるようになりました。

本市の小学校ではそのような現象は見られません

が、学校生活を送る上でのルールやしつけを児童

に認識させるよう、保護者と連携して指導に当

たっているところでございます。 

また、本年度から２年間、県から幼少連携推進

事業の指定を受け、夢いろ幼稚園と桂陽小学校の

間で、幼児期の教育と小学校以降の教育との適切

な連携のあり方の研究を進めてきているところで

ございます。 

具体的な取り組みといたしましては、芋ほりや

七夕飾り作り、遠足等での交流会や、小学校の学

習内容である、お店屋さんごっこへの参加、市内

の小学校を訪問し、交流校では授業を体験するな

ど、計画的に学校生活に触れさせ、基本的な学習

のルールや生活の決まり等を園児に意識させるこ

とができました。特に、学校訪問では、授業に参

加した園児のほうから児童に関わろうとする姿が

見られ、より小学校への期待や入学への憧れの気

持ちが高まり、園活動に規律が生まれたとの成果
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も報告されています。 

来年度につきましても、幼稚園と小学校にとっ

て、より効果的な交流の方法や内容を検討すると

ともに、教育課程に基づいた連続性のある年間計

画を作成し、幼児期から学習規律や集団生活の

ルールを意識した指導を行ってまいりたいと考え

ています。 

次に、小中連携の事業についてお答えいたしま

す。 

この事業は、県が今年度モデル提案型市町村教

育改革推進事業を募集し、本市がそれに応募し支

援をいただいた事業でございます。この事業の目

的は、小学校から中学校に進学する際、学習面及

び生活面での段差を解消し、子どもたちが中学校

に進学するときに、楽しく学び生活するとともに、

確かな学力を保障するための小中の連携のあり方

を推進する。また、小学校、中学校の教職員が授

業交流することにより、お互いの利点を取り入れ

る等、教職員の指導力の向上を図ることでありま

す。 

小１プロブレムや小中学校の段差等も、幼少、

小中、中高、それぞれの連携ができれば解決でき

る問題も多く、幼稚園から高校までの指導内容、

指導方針の一貫性や教職員間の情報交換が必要

と考えているところであります。来年度もこの事

業がいっそう充実するよう取り組んでまいりたい

と考えています。 

次に３点目の、安心して子どもを預けられる環

境づくりについてでございますけれども、私は、

地域の子は地域で育てることが原則と思っていま

すので、この豊後高田市で生まれた子どもがこの

地ですくすくと成長し、無限の可能性に挑戦でき

る教育環境を整えるとともに、保護者にとっても

安心して子育てができる環境をつくってまいりた

いと考えています。 

具体的には、幼児教育において遊びを通して自

立性や社会性を養い、幼稚園での生活ルールやし

つけが身につく指導体制を整えていきます。 

学校教育におきましては、基礎学力の向上や心

の教育、健康な体づくりに重点を置き、習熟度別

少人数指導や、ＴＴ指導、命を大切にする道徳の

授業、部活動の充実等、個々人の夢がかなう教育

環境を整えていきます。 

さらに、もっとも大切にしなければならないの

は、子どもの命であり、保護者や地域の方々の協

力を得て、豊後高田市教育スクラムプロジェクト

やスクールガードリーダー、スクールガードの取

り組みを継続して行い、安心して通園、通学がで

きる環境を作っていきたいと考えていますので、

ご支援ご協力をお願いいたします。 

次に、給食センターの整備についてでございま

すけれども、学校給食センターの建設につきまし

ては、先程後藤龍太郎議員にお答えいたしました

ように、現在、基本計画の策定作業を行っており、

平成１８年度開始後早急に実施設計を行い、その

後，建設に着手し、年度末の完成を予定している

ところであります。 

議員ご指摘のように、ＰＦＩ方式は、公共施設

の整備運営を行ううえで有効な手段の一つである

ことは理解できますが、平成１８年度の国庫補助

金及び起債の要望もすでに行っているところであ

り、今からＰＦＩ方式を活用して事業を行うこと

につきましては、困難な状況でありますので、ご

理解を賜りますようお願いいたします。 

以上でございます。 

〇議長（近藤準三郎君） 福祉事務所長大園栄治

君。 

〇福祉事務所長（大園栄治君） 山田議員の、障

害者自立支援法について、まず、自立支援医療費

の申請状況及び関係者への周知方法についてお答

えいたします。 

障害者自立支援法につきましては、ご案内のよ

うに、障がい者の制度格差の解消及び地域生活と

就労を勧め、自立を支援する観点から、これまで

障がい種別ごとに異なる法律に基づいて提供され

てきた福祉サービス、公費負担医療等について共

通の制度の下でサービスを提供する仕組みを創設

することとし、自立支援給付の対象者、内容、手

続きなど地域生活支援事業、サービスの整備への

ための計画の作成、費用負担などを定めておりま

す。議員ご質問の自立支援医療費受給者の申請状

況は、更生医療受給者につきましては、５７名で

あり、現在２５名が申請済みでございます。育成

医療受給者は８名であり、現在３名が申請済みで

あります。精神通院医療受給者は２５９名であり、

現在１６０名が申請済みであります。自立支援医療

費の支給は、県が指定をした指定自立支援医療機

関での医療が対象となります。したがって、周知

等につきましては、県と連携し、対象者及び医療

機関へ通知を行っているところでございます。 

次に、地域生活支援事業の内容についてのご質

問でございますが、障がい者の各種生活相談を始

め、手帳交付、日常生活用具の給付等の生活支援

を行っているところでございます。 

また、障害福祉計画についてでありますが、障

害者自立支援法第８８条に、その作成が義務付け

されており、本市におきましても平成１８年９月

末までに作成してまいりたいと考えております。 

以上でございます。 

〇議長（近藤準三郎君） 総務課長鴛海 豊君。 

〇総務課長（鴛海 豊君） 山田議員の、市ホー

ムページ等の活用について、税外収益の件でござ

いますが、お答えいたします。 

午前中、市ホームページの中において、各課で

対応する部分がございますが、吉高議員のご指摘

がありましたことにつきましては、早急に対処し
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ていきたいと思います。 

現在、市のホームページには市民生活や観光情

報のほか、イベント等の告知とその日に行われた

行事の模様を、今日の出来事を掲載し、スピー

ディーな更新に努めております。特に今日の出来

事につきましては、昨年１１月よりリニューアル

し、これまで月単位の出来事としてまとめており

ましたものを日単位に分割し、その日の模様を

トップページに掲載するなどいたしまして、民間

大手検索サイトのようなトピックス形式を用いて、

見やすく目を引く構成に努めているところでござ

います。 

具体的には、大晦日からの初詣の様子や、本年

の元旦に行われましたロマン蔵での行事、その日

のうちに更新するなど、取材即更新に努め、市内

外の方々に少しでもリアルタイムな情報を提供で

きるよう、インターネットの利点を最大限活用し、

ＩＴ社会の進展を考慮した広報戦略活動を行って

いるとこであります。 

この今日の出来事につきましては、市民の皆様

からご好評いただいておりまして、更新した日に

お礼の電話をいただくこともあるなど、身近な行

事の模様がホームページに掲載されるということ

が市民の方々に周知されつつあります。 

ホームページが市民の皆様により親しみやすい

ものとなることで、行事告知や他の情報について

もアクセス件数の増加が図れるなど、相乗効果が

期待できるものでございます。 

有料広告についてでございますが、本定例会で

の当初予算でご提案申し上げましたとおり、本年

４月実施を目途として、市報豊後高田に有料広告

制度の導入を予定しております。制度導入にあた

りまして、県内で実施している自治体がなかった

こともあり、全国先進地の約８０自治体に照会を

し、研究に努めたところでございます。 

当市の有料広告制度の概要についてでございま

すが、１点目として、収入増により発行経費の節

減を図ること、２点目としまして、市内各分野の

産業の振興を図ること、３点目として、良質な商

品、サービス等に関する情報を市民に提供するこ

と。これらを目的としております。実施時期につ

きましては、平成１８年度当初予算成立後４月号

の市報で公募を行い、６月号から掲載したいと考

えております。掲載ページにつきましては、市報

発行の目的や市民への情報提供の重要性や、広告

主の確保性も考慮し、当面は必要最小限としたい

と考えておりますが、広告掲載依頼の状況によっ

て柔軟に対応できるよう措置したいと考えており

ます。 

次に広告の企画及び広告料についてでございま

すが、２種類の企画を予定しております。縦４８

ミリと横８０ミリの広告を第１号広告としまして、

広告料は掲載１回につき２万円、その半分に当た

ります、縦４８ミリ、横９０ミリの広告を第２号広

告とし、広告料は１万円といたしたいと考えてお

ります。 

なお、広告掲載回数は、公平性を担保するため、

同一申込者につき原則として、年３回までとして

おります。 

いずれにいたしましても、広告掲載を理由とし

て市報のページ数を増加させることなく、当初の

目的を達成できるよう努めてまいります。 

議員ご質問の、ホームページのバナー広告につ

いてでございますが、県内では数市町村で検討し

ているようでございます。しかしながら、まあ現

在実施しているのは、大分市のみとお聞きしてお

ります。インターネットへのバナー広告になりま

すと、その対象がワールドワイドになることが考

えられます。そのため、まずは市報への制度導入

を図り、その状況を見ながら、今後調査研究して

まいりたいと考えておりますので、ご理解をお願

いいたします。 

以上でございます。 

〇議長（近藤準三郎君） ６番山田秀夫君。 

〇６番（山田秀夫君） 再質問を行います。 

まず、自立支援の医療費の申請状況ですが、更

生医療が５７名中２５人で約２７名がまだ未申請、そ

れから育成も５名、それから精神の通院医療の申

請者が約９９名まだ未申請というふうにお聞きを

しました。もう後、日にちがもう数日、数十日し

かございません。この方たちは、大変まだ一般の

方たちに比べてそういうものの手続き等はすごく

疎い面がありますので、ぜひですね、一人ずつに

いま受給をされてる方が更新できるようにですね、

一人ずつしてほしいんですが、その辺の後残され

た方たちの対応についてどういうふうなお考えを

持っているのか、お尋ねをいたします。 

それと、今度申請する場合に、関係の医療機関

が必ず１つ明記されなければならないようになっ

てます。例えば病院、クリニック、通所、デイケ

ア、それから薬局とか訪問看護事業者等が今まで

利用していたら、その利用してるところも書かな

いと、この医療機関が欠けるとそこが利用されな

いというふうな大変厳しい申請状況になってます

んで、その辺の指導徹底ですね、実際に出された

方もそういう漏れがないのかどうか、という形は

どのようにチェックされてるのか、その点をお尋

ねをいたしたいと思います。 

それと、障害福祉計画の内容について質問しま

したが、９月末までに作成を予定してる。この福

祉計画は４月からということになりますと、４月

からですね、９月まで今までのサービスはそのま

ま継続して受けられるのかどうか。この計画が進

まない限り予算も出ないと思うんですが、その辺

の今まで９月作成するまでは、今までどおりのサー

ビスが確保できるのかどうかお尋ねをいたしたい
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と思います。 

次に、市報の有料広告についてですが、１万円

と２万円とありますということですが、これの採

算性はどのように考えておられるのか。また、今

後ホームページ等のですね有効活用についての基

本的な姿勢を併せてお尋ねをお伺いをいたしたい

と思います。 

それと教育関係ですが、中高一貫教育の考え方

は、いま先程教育長からお答えいただきましたが、

例えばですね、科目ごとにですね、中高一貫で９

年間で、例えば、英語なら英語を９年間でどのよ

うに仕上げていくのか。例えば中学レベルの数学

や理科を、小学校の段階で小学校から教科の担任

制を導入したらどうかなという動きが全国的にも

出ております。今までの６・３制ではなくてです

ね、４・３・２制で区分する教育内容を導入する

考えなどはおありなのか、その点を併せてお尋ね

をいたします。 

それと学校給食のお答えですけども、私が平成

１４年の３月にですね、ＰＦＩの導入についてお

尋ねをすると、市長がこのように答弁をしていた

だいてます。「ＰＦＩ方式による公共施設の建設

については、若手職員による地域政策研究グルー

プで研究させており、今後、庁内に正式なプロジェ

クトチームを設置して、引き続きＰＦＩについて

研究をさせていきたい」というふうにお答えになっ

ておりますが、今のどうも答弁ではですね、もう

今からでは遅いというふうに私ちょっと聞こえた

んで、それまでにですね、それ前にこういうふう

に提案をして市長もそういうふうにプロジェクト

組んで研究させますというふうにお答えをいただ

いてるんですが、実際に研究をしたのかどうか。

それによって、今のやり方が正しかったのか。そ

の辺をちょっと重ねてお尋ねをいたします。 

〇議長（近藤準三郎君） 福祉事務所長大園栄治

君。 

〇福祉事務所長（大園栄治君） 山田議員の再質

問にお答えいたします。 

議員ご指摘のように、未申請者につきましては、

個別対応を図り、申請漏れがないように対応した

いと考えております。また、特に、障がい者に配

慮した対応していきたいというふうに考えており

ます。 

また、障害福祉計画との関連でございますけど

も、現行どおり対応していきたいと思っておりま

すのでよろしくご理解お願いいたします。 

以上でございます。 

〇議長（近藤準三郎君） 総務課長鴛海 豊君。 

〇総務課長（鴛海 豊君） 山田議員の、再質問

で市報の有料広告の採算についてでございますけ

れども、現在、掲載を予定をしておりますページ

の１段を広報単価で割り戻しますと、約６，０００

円になります。採算性は確保できると考えており

ます。全戸配布という、他の媒体にない利点を考

えた場合、広報の広告を掲載されるサイドにとり

ましても、魅力の高い、しかも財源的にも効果が

期待できるんじゃないかということで考えており

ます。 

次に、今後のホームページの有効活用の基本姿

勢でございますけども、現在、昭和の町でレトロ

カーレンタルイベントが実施されておりますけど

も、これにつきましては、現在、東京とか大阪方

面から予約が入ってるとのことでございます。こ

れらの方々はそのほとんどが市のホームページを

見て知ったということでございます。現在ホーム

ページには、レトロカーイベントの告知はもちろ

んですが、その初日の模様も掲載しておりまして、

実際の雰囲気を感じていただこうと、広報を行っ

たとこであります。今後におきましても、紙媒体

とは違い、印刷を持つ必要もなく、データの更新

のみで閲覧することもできるという即効性もあり

ますし、また、日本全国どこに住んでいても閲覧

できるというワールドワイド性もございますので、

これらの利点を活用して、市内外に情報発信に努

めていきたいと思います。広報の広という字が広

いという意味と併せまして、効果という意味合い

も兼ね、広報というようなことで進めてまいりた

いと思いますのでよろしくお願いします。 

以上でございます。 

〇議長（近藤準三郎君） 学校教育指導室長早田

義司郎君。 

〇学校教育指導室長（早田義司郎君） 山田議員

の、小中一貫教育についての再質問にお答えいた

します。 

議員ご指摘のように、小学校からの英語教育や

教科担任制の導入、発展内容の指導等が全国の小

学校でも行われております。本市におきましても、

小学校の英会話の指導者として２名を配置し、総

合的な学習の時間の中で英語に親しむや、中学校

からの英語教育の素地を培うことを目的に、英語

教育を実施しているところであります。 

また、指導要領に示された内容以上の学習も発

展的な学習として指導できることも可能でありま

すし、教科担任制もより専門的な指導者による授

業が行われるということで、すばらしいことだと

考えているところであります。 

本市も２学期から小中連携の乗り入れ事業を実

施しておりますし、理科や社会科など教科におい

ては教科担任制を取り入れている学校もあります。 

また、６・３制については、今のところ維持す

るという方向で考えております。 

いずれにいたしましても、変わる社会に変わら

なければならない教育、学校ということを提唱し

ておりまして、教育改革を断行しているところで

ありますので、各学校の創意工夫した取り組みを

期待しているところでありますので、ご理解をお
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願いいたします。 

〇議長（近藤準三郎君） 総務課長鴛海 豊君。 

〇総務課長（鴛海 豊君） 答弁漏れでございま

すが、ＰＦＩ方式の関係でございますが、これに

つきましては、これまで若手グループで調査研究

してきたところでございます。これにつきまして

は、やはりメリット、デメリットの部分がござい

ます。そういうことで、結果としてまだ結論が出

てない状況でございますのでご理解いただきたい

と思います。 

以上でございます。 

〇議長（近藤準三郎君） ６番山田秀夫君。 

〇６番（山田秀夫君） いまＰＦＩの導入のこと

で総務課長から答弁がありましたが、私もこの給

食センターでですね、どういうところが全国で行

われてるか調査をいたしました。今ですね、まず

仙台市の、新野村学校給食センター整備事業とか、

千葉県では大宮学校給食センター、それから島根

県では、八雲村学校給食センター設備事業が行わ

れてますし、香川県では宇多津町が行っておりま

す。 

で、ＰＦＩを導入したメリットとしてですね、

多くの民間の創意工夫やノウハウを取り込むこと

ができた。良質な施設が職員の意欲を高めた。給

食センターは通常夏休み等は閉鎖しておったにも

関わらず、センターの職員が提案により、その時

期も学童保育施設に給食を提供することにより、

地域のサービスのレベルが向上したとか、それか

ら事業費の削減を実現できた。それからＰＦＩ事

業では、すべての物品の調達が民間と民間の間で

取引になり、すごく行政面では価格が大幅に低下

したというふうなメリットがあるというふうに

言っております。 

で、デメリットとして何かという部分ではです

ね、デメリットは今のところ見当たりません。で

も、自動化した調理器具のちょっとした不具合が

これまで数回生じましたが、施設の運営は止まる

ようなことのような大きな問題は発生しておりま

せんというふうに、私が調べた段階そうだったん

ですね。 

いま、若手のプロジェクトの部分はメリット、

デメリットがあるというふうにありましたが、も

う一度ですね、この部分をもう一度検討してみて

ください。で、私がやはりこれは皆さんの市民の

税金の下で建っていくわけですから、用意周到し

た部分で、ぜひ建設のほうに向けて進んでいって

いただきたいなと思います。これは要望で終わり

たいと思います。 

終わります。 

〇議長（近藤準三郎君） ２０番川原直記君。 

〇２０番（川原直記君） ２０番川原直記でござ

います。 

今までの一般質問の中で、数名の議員と重なる

部分がありますが、私なりに行政改革大綱につい

てお尋ねをしたいと思っております。 

１６年２月の新市合併計画の財政シミュレー

ションにより、新市になったほうがよりよい財政

になり、市民サービスの向上になるということで、

合併がなされてきました。しかしながら、国、県、

社会情勢、三位一体改革等々で、現実ではとても

以前のような夢を描くことが困難な情勢になって

きております。 

３市町の市民は、合併にそれほどまで大きな期

待はしていなかったかも知れませんが、これほど

までに、いろんな意味の予算カットすることばか

り続いて、予想外のことで戸惑っているのが現状

だと思っております。 

今議会前に説明を、全員協議会で改革の説明を

受けましたが、２年前と現在、また、国勢調査で

人口減になったことでどのような狂いが出てきた

のか、数字を示して今一度ご説明いただきたいと

思っております。 

また、大綱の中で、将来職員数が３００人程度と

なっていますが、その数の根拠となるものはなん

だったのか。また少数精鋭、人事評価等で給与等

の格差も考えているのか。民間企業と違って営業

やそういった成績が出にくい仕事でございますの

で、人事評価の基本となるものはどういうものな

のか、現段階でわかっていれば、お知らせ願いた

いと思います。 

それから予算の効果額、算定についても、毎年

同額計上ということの項目が多いようにございま

すが、そういった真意は数字を合わせるためにそ

うなったのか。そのような効果しか期待できない

のかということも併せてお聞きします。 

また、起債の繰上償還という段がありまして、

数字的には１００万円以下のことになっております

が、現状の財政難の中でですね、そういったこと

が可能なのか、その辺も聞かせていただきます。 

また、質問要旨の中にありますが、給食センター

方式から民間委託となっていますが、今後県が進

める地産地消や、これから大事だろうという食育

との兼ね合いはどうするのかを、後藤議員の質問

の中にもありましたが、今一度お答えが願えれば

と思っております。 

また、昨年６月、私の質問でも申しましたが、

地域消防団の減員をするということで、合併協議

会で決まったことだということでありましたが、

今後、急速に高齢化が進む中でですね、そういっ

た、わざわざ減らさないでも、その辺の団員の減

員は、どっちかちゅうと募集をするような状態に

なるのではないかと思っております。そういった

ことで、そういった地域の防災等、特に火災遠隔

地におきましては唯一の頼りでございますので、

その辺を今一度、地域性を考えた取り組みができ

るのかをお尋ねしておきます。 
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いずれにしろ、改革の大綱にありますように、

表紙にありますように、計画、実行、検証、見直

しというサイクルで行くのでありましょうが、ま

あ市民の不安が少しでも拭えるのなら、そういっ

た説明をお願いしたいと思っております。 

１回目の質問終わります。 

〇議長（近藤準三郎君） 教育長都甲桂一君。 

〇教育長（都甲桂一君） 川原議員の給食セン

ターに関わるご質問にお答えいたします。 

新しい学校給食センターの建設に関する経緯及

び民間委託の考え方につきましては、先程申し上

げたとおりでございます。調理業務だけを委託す

るもので、管理業務など基本的なものはこれまで

どおり市が行います。 

議員ご指摘のとおり、近年、食育の重要性が強

く叫ばれておりまして、本市におきましても学校

給食を通じ、児童生徒の成長に不可欠な要素とし

ての食生活の大切さを学んでもらうため、学校栄

養職員による実物の食材を使った食の指導を随時

実施いたしております。 

また、毎年実施しています家庭教育学級、これ

は年６回開催しておりますけれども、この中にも

必ず１つの講座として、食の講座を入れまして、

保護者に対する啓発も行っているところでありま

すし、これも継続して行ってまいりたいと考えて

おります。 

今後も農家等との交流、収穫体験、あるいは郷

土料理実習の体験学習等推進し、食の大切さを理

解してもらうよう努めてまいりたいと考えており

ます。 

民間委託にすることによって、食育の推進がで

きにくくなるのではないかということですが、先

に述べましたように、調理業務だけを委託するも

のでありますので、ご理解賜りますようお願いい

たします。 

以上でございます。 

〇議長（近藤準三郎君） 企画財政課長桑原茂彦

君。 

〇企画財政課長（桑原茂彦君） 川原議員の、行

政改革大綱についての中の２年前の合併シミュ

レーションとの大差についてのご質問にお答えを

いたします。 

行政改革大綱及び実施計画に掲載しております

財政計画につきましては、経常収支比率や起債制

限比率など財政の弾力性を明らかにするため、市

税や地方交付税など一般財源をベースとした計画

となっております。 

一方、２年前の新市建設計画の財政シミュレー

ションについては、旧１市２町の合併前と合併後

の新市の財政規模などが比較しやすいように、国、

県の補助金など特定財源を含めた総額での計画と

なっております。そこで、新市建設計画分につき

ましても、一般財源の額で比較をして見ますと、

この中で大きな差が出ているのは、地方交付税と

臨時財政対策債によるものでございます。 

その大差の要因は、合併前の新市建設計画では、

平成１５年１月時点の内閣府の試算に基づき地方

交付税の推計を行っております。また、この時点

では、臨時財政対策債は制度がそのまま存続する

ものとして推計を行ったことと、今回の行政改革

大綱の財政計画では、平成１７年１月時点の内閣

府の試算に基づき推計を行っておりますので、地

方交付税と臨時財政対策債が新市建設計画策定

当時の予想をはるかに上回る大幅な減少となった

ことによるものであります。 

例えば、地方交付税の試算では、平成１６年度

から平成１９年度の減少率を見てみましても、マ

イナス１３．３％と、新市建設計画作成時の内閣府

の試算値マイナス６．４％を大きく上回っておりま

す。さらに、臨時財政対策債も平成１９年度から

制度が廃止されることとなったところであります。

そのため、行政改革大綱に基づく財政計画の期間

である平成１７年度から平成２１年度の５年間を比

較した場合、一般財源で約５３億円の大差が生じ

たものであります。 

新市建設計画の策定当時は、市町村合併が究極

の行政改革であるという認識のもと、合併をすれ

ば現状の財政運営が維持できるものと考えていた

ところであります。しかしながら、現実の問題と

して、合併後も国の財政悪化を背景にした三位一

体改革など、地方交付税が極端に削減されるなど、

市の財政状況は極めて深刻化してまいりました。

そのため、さらなる行政改革を進めていかなけれ

ばならない状況となり、現在その取り組みを強化

しているところでございますので、なにとぞご理

解とご協力をお願いする次第であります。 

もし１市２町が合併をせずに単独で行った場合

でありますが、平成１７年度で見てみますと、地

方交付税が約３億３，０００万、国、県の合併補助

金が約２億３，０００万など交付されませんので、

さらに厳しい財政状況が続いていたものと考えて

おります。 

次に、起債の繰上償還が可能かというご質問に

お答えいたします。 

起債の繰上償還につきましては、制度的には可

能でございますが、政府資金につきましては任意

の繰上償還の場合、原則として、利子相当分を保

証金という形で支払わなければならず、繰上償還

財源の確保など、なかなか実施するうえにおいて

は厳しい難しい状況でございます。しかしながら、

譲渡や用途廃止などで財産処分等を行うものにつ

きましては、無償による譲渡など個々のケースに

より保証金の支払いが免除される場合がございま

す。例えば、今回実施いたします施設の無償譲渡

に伴う繰上償還につきましては、国との協議が整

い、保証金については免除されることとなってお
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ります。 

また、政府資金のほかに、市中銀行などから借

り入れている縁故資金につきましては、相手方と

の協議が整えば繰上償還が可能であり、保証金な

どはございません。 

起債の繰上償還につきましては、公債費や起債

制限比率の抑制など、後年度にわたる財政負担の

軽減につながります。したがいまして、金利の高

い起債などにつきましては、繰上償還に必要な財

源の確保を図りながら、今後も引き続き努力して

まいりたいと考えております。 

以上でございます。 

〇議長（近藤準三郎君） 総務課長鴛海 豊君。 

〇総務課長（鴛海 豊君） 川原議員の行政改革

大綱についてのご質問で、職員数の適正人員等に

ついてお答えいたします。 

まず、職員数の適正人員等についてでございま

すが、消防職員を除いて、人口１００につき１人を

目標といたしております。したがいまして、合併

後の人口が約２万６，０００人でございますので、

消防を除く職員数として２６０人以内の２５６人を目

標値といたしております。これに消防の５０人を

含めますと３０６人となりますので、平成１７年４月

１日現在の職員数である４０７人から、１０１人の削

減を１０年間の目標とさせていただいているとこ

でございます。 

なお、このように限られた定員で効率的、効果

的な行政運営を実現するためには、おのずと職員

の少数精鋭化が、今後これまで以上に求められて

まいります。そのため、従来から実施している研

修やその他の人材育成制度を体系付けいたしまし

て、それらを定めた人材育成基本方針を本年１月

に策定したとこでございます。ご質問の人事評価

制度につきましても、その体系に含んでおりまし

て、制度の導入に向け、今後研究をしてまいりた

いと考えているところでございます。 

次に、効果額の算定についてでございますが、

先日お配りいたしました豊後高田市行政改革大綱

及び実施計画案に記載しておりますとおり、平成

１７年度を基準として対比した差額を効果額とし

ておりまして、その試算要件といたしましては、

現在の社会経済情勢が概ね現状のまま継続するこ

とを前提とした試算をいたしております。 

具体的には、物価、賃金水準、契約金額、その

他試算に用いる諸条件の変動が、取り組みのもの

を除きましてはないものとして計算をしたもので

ございます。そのため、計画期間中の効果額が、

毎年度同じという計画にしている取り組みもござ

います。ただし、その取り組みによる変動による

数値につきましては考慮いたしておりまして、例

えば計画案の給与改定や給与カットの効果額につ

きましては、定員適正化の取り組みにより、削減

する職員数を考慮し試算していますことから、毎

年度同額ということにはなっておりません。また、

１０万単位ということで四捨五入して整理してい

る都合上、計画案の、例えば一般職の通勤手当の

見直しの取り組みなどは、定員適正化の取り組み

による影響を考慮いたしておりますが、毎年度同

額の表示となっております。 

ご説明は以上でございますが、この計画に計上

してる効果額は、目標値でございます。今後は、

先程議員もご指摘ございましたように、この計画

案を着実に実行し、住民福祉の向上のために、そ

の目標達成に努めてまいりたいと考えているとこ

ろでございます。議員各位のご理解とご協力を賜

りますようよろしくお願いいたします。 

以上でございます。 

〇議長（近藤準三郎君） 消防長安藤義文君。 

〇消防長（安藤義文君） 川原議員からの消防団

の減員の再考について、お答えをいたします。 

現在の消防団の組織につきましては、高田方面

団が８分団３１部、真玉方面団が３分団１６部、香々

地方面団が５分団１４部、合計１６分団６１部となっ

ております。消防団組織の再編につきましては、

それぞれの地域にお伺いし、消防団幹部の方々に

合併協議会で決定された再編の方針を再度説明さ

せていただき、分団・部の統合をお願いしている

ところでございます。 

分団の統合につきましては、ほぼご理解をいた

だいたところであり、高田方面団を８分団から５

分団に、香々地方面団を５分団から３分団に、真

玉方面団につきましては、合併前に４分団から３

分団に統合ができておりますので、合計１１分団

となる計画でございます。 

団員の削減につきましては、議員ご指摘のとお

り、特に重大な問題であると考えておりますので、

地域性等を考慮し、消防団幹部と充分な協議を行

いながら進めているところでございます。 

今後の再編方針といたしましては、６０歳定年

や欠員不補充を基本としていきたいと考えている

ところでございますので、ご理解をいただきたい

と思います。 

以上です。 

〇議長（近藤準三郎君） ２０番川原直記君。 

〇２０番（川原直記君） 先程から説明を受けま

したが、今朝の大分合同にも載っていましたが、

豊後高田市の新年度の予算が１３％増と。それか

ら、今日じゃなかったかもしれませんが、ケーブ

ルテレビやいま言った給食センター等で数億円と

いうことで、市民から見ればですね、えー、そん

なにたくさんお金があるんやなあちゅうような観

点になってることは間違いないと思っております

し、自治体のそういった前年度対比というのは、

非常に市民にとっては分かりづらい面も多いかと

思っております。 

そういったことで、住民の説明や広報による詳
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しい、いま言ったような三位一体改革等々、財源

の減った理由を市民にぜひですね、分かりやすい

形でお知らせ願えられる方法をまた考えてほしい

なと思っておりますし、先程来申し上げましたよ

うに、少数精鋭も厳しい現状だと思っております

し、執行部並びに職員の方々にも大変な犠牲をは

らわせているようなことになっております。 

また、そして、先程起債の繰上償還のときに、

最初にお聞きしたらよかったんですけど、地方債、

特に利率がですね、年５％以内ということで書い

とるんですけど、現実に５％になっとるのが多い

のか。それとまた、実際どのくらいなのか。また、

それより低いなら、各起債ごとにパーセントを記

入する方法も今後は必要ではないかと思っており

ますので、その辺分かっとる利率があれば、お聞

かせいただきたいと思います。 

また、消防団の減員のほうですが、皆さん地域

の方は唯一の頼りだと思っておりますので、市長

を始め、また今後ともさらなる努力をいただきま

して、極力団員の確保に努めていただきたいと

思っております。 

以上で、いま言う公債費の利率等で分かること

があれば、お願いしたいと思います。 

〇議長（近藤準三郎君） 市長永松博文君。 

〇市長（永松博文君） 私からちょっと、今回の

平成１８年度の予算の伸びが１３％だという、高い

んじゃないかという話をちょっと皆さん誤解があ

るかもしれませんから、ちょっとお話ししますと、

１７年度は、合併したのでおよそ何も大きなもの

はしないという前提で当初予算を作っております。

そういう面で、大分合同新聞に合併特例債を使っ

てないところということで、その代表で豊後高田

市が出ました。それは、合併債がどうなるか分か

らんから使わんという話をなってましたが、そう

じゃなくって、平成１８年度からきちっとした形

で皆さんにご審議いただいて新規事業もやろうと

いうことで、そういう面でありまして、だから一

般的には１４０億から１５０億というのは、この私ど

もの予算としてはそんなに高くないという。そう

いう面でよそと比較をしていただければ分かると

思います。 

そういう面で、今回の予算も、いかに合併特例

債を使うかということと、補助金を使うかという、

そういう面で見ていただけると、起債が増えて、

それから国の補助金が増え、県の補助金が増える

というそういうことの中で、我々としては一生懸

命になってやったつもりでありますし、そういう

面で、新規のものが、まだこの中には火葬場を入

れていませんけれども、そういう面でするという

ことになります。 

そういう面で、皆さん方が、少ないのに１３％

伸びとるというんじゃなくて、昨年度はそういう

ことの中で、ほとんど新規事業はご存じのように

入れてなかったという、そういう面で１８年度か

ら、これから新規事業をやっていくけれども、こ

ういう事態になりましたので、行革期間について

は、もうどうしてもやっていかなきゃならんもの

だけやっていこうという、そういうようなもので

やるわけであります。 

私からちょっとそのことを、皆さん方にお知ら

せして、市民の方からも言われましたら、そうい

うことをお伝えいただきたいという気がいたしま

したので、ここでたって言うわけです。 

以上であります。 

〇議長（近藤準三郎君） 企画財政課長桑原茂彦

君。 

〇企画財政課長（桑原茂彦君） 川原議員の再質

問にお答えいたします。 

先程の５％の関係でございますが、これは上限

をお示しいたしておるものでございます。特に市

中銀行等におきましては、そのときどきのプライ

ムレートの金額によりまして金利が設定をされま

すので、一応上限５％という形でお示しをいたし

ております。また、現在５％以上の借入分につい

てはございません。 

以上でございます。 

〇議長（近藤準三郎君） ２０番川原直記君。 

〇２０番（川原直記君） それでは、いま５％以

上はないということですが、私の聞きたかったこ

とは、現実にはどのくらいやったのかちゅうこと

でお聞きしたいと思いますし、今後、ここに利率

をざっと書いておりますが、地方債借りるときに、

起債をするときに、何種類かあってパーセントが

違うけんもうそれだけで書いとるんか。その辺だ

けお答えいただければ。 

〇議長（近藤準三郎君） 企画財政課長桑原茂彦

君。 

〇企画財政課長（桑原茂彦君） 川原議員の再々

質疑にお答えをいたします。 

地方債の借入れの率の関係でございますが、縁

故債資金等につきましては、大体２％から３％前

後であります。それから政府資金につきましては、

いま２％以下の借入れで現在行っております。た

だ、先程も申し上げましたように、その年のプラ

イムレートとの関連で利率が変動してまいります

ので、先程申し上げましたように、上限を設けて

おるとこでございます。 

それから、その起債銘柄ごとの利率表示という

のは、非常に内容でも複雑になりますので、いま

５％という形でもう全体でお示しをしてるとこで

ございます。 

以上です。 

〇議長（近藤準三郎君） ５番岡部心介君。 

〇５番（岡部心介君） ５番の岡部心介でござい

ます。通告に基づきまして一般質問を行います。 

まず、行財政改革についてであります。 
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新年度から新市建設計画に伴います給食セン

ター、あるいは今回上程されておりますケーブル

テレビ事業案を始めとした大型事業が今後、計画

立案されていくことになりますが、振り返ってみ

ますと、これまで真玉町時代でも、公共事業につ

きましては、事前に町民への充分な説明もなく、

議会で短時間に可決し、後で箱物等の内容につい

て住民が知るというのが、ほとんどのケースであっ

たように見受けられます。 

それで、すでに県では、平松知事の時代に、こ

れは県民の批判の声に応えるためかとも思われま

すが、平成１６年より、予算要求前に事業実施計

画の必要性を検討する評価制度を導入し、金額３

億円から２０億円については課長部会が、また、２

０億円以上については、市民有権者の参加による

事業事前評価監視委員会を設置し、より透明性、

公開性を高める取り組みがすでに行われておりま

す。 

今申し上げましたように、これから大型プロジェ

クトが企画されていく中で、本市におきましても、

市民有権者が入ったこのような事前評価制度を導

入し、その意義、目的、効果など、あるいは審議

内容の計画の全容をあらかじめ市民に説明する、

より開かれた事前評価制度の改革が求められてい

ると考えますが、その意向について伺います。 

また、行政改革大綱につきましては、経費の節

減、合理化として公用車の削減とあります。一方、

本市が掲げた目玉削減の１つとして、市長特別職

及び職員の給与削減案は、大体言うならば、どこ

の県下の自治体でも行われているものと比べると

平均的なものであり、特に特徴的なものではあり

ません。多くの市民がさまざまな負担増に苦慮し、

サービス低下の痛みを押し付けられている中で、

私は、この際、市長専用車５００万円以上もする高

級大型黒塗りの公用車は、右肩上りの経済成長時

代の遺物であり、権威主義の名残ではないかと

思っております。 

行財政改革の効率化に取り組むなら、この部分

も聖域とせずに即刻廃止し、燃費のよい職員公用

車で対応すべき、代用できるのではないか。そう

することで、市民に改革への意気込み、職員に対

しての範を示すことになり、影響は大なるものが

あると思います。この点につきまして市長の見解

を伺います。 

また、改革の目的は、この大綱には市民福祉の

向上とあります。この改革をこれから進めること

で、どのように福祉の向上を図っていくのか、今

後の具体的ビジョンについて、行革大綱の発表と

併せ、市民により分かりやすい形で明示すべきと

考えますが、その意向についてもお伺いします。 

さらに、この改革案作成にあたっては、懇話会

やパブリックコメント制度で市民の声を聞いたと

説明がありましたが、市民からは、その中で具体

的にどのような意見が出され、この中の改革案に

その意見が反映されたかについてお伺いをしたい

と思います。 

次に、入札制度改革についてでございます。 

今年度は、当初は、日本国内を見てみますと、

道路公団によります橋梁談合事件、これはなんと

２００３年、２００４年の２年間で２５３億円もの公費の

無駄、支出が発覚したという談合事件に始まり、

年度末には、防衛庁の米軍基地建設工事をめぐる

談合事件、これは３０年前から談合が行われてい

たことが明らかになっております。また、新たに、

最近では、法務省発注の東京拘置所などの新築工

事に談合の疑いがかけられております。まさに日

本全国で官製談合が常態化している現実を見せつ

けられた１年でありました。 

国の財政が逼迫している中、いまだに不当なや

り方で税金を食い物にするゼネコン業界と、それ

を容認するどころか、誘導する官の体質には憤り

の念を禁じ得ません。そして６月議会の質問でも

取り上げましたが、談合の温床になっているのが、

指名入札制度にあるのは明らかであります。県は

既に談合防止の観点から、１億円以上の公共工事

については、要件設定型の一般競争入札制度を導

入をしております。そして全国的にも、この一般

競争入札に変える自治体がますます増加をして、

経費削減に実績を上げております。 

本市におきましても、透明・公平性の確保、経

費削減の観点から、一定額以上の大型事業につい

ては、県のこのような例に見習い、一般競争入札

制度に変えるべきと考えますが、見解を求めます。 

また、第１回の定例議会６月議会ですが、建設

課長は私の質問に対し、「第三者機関による監視

委員会の設置は必要な制度と認識しており、研究

していきたい」と答弁されております。この間ど

のような研究がなされたか、その結果と今後の方

針についてお伺いをしたいと思います。 

次に、コミュニティバスの導入についてでござ

いますが、これも第１回定例会でプロジェクト推

進課長は、「新市建設計画に記載されたコミュニ

ティバスの導入については、新年度、一部でも実

施できるよう検討」と答弁されておりますが、新

年度の実施計画の見通しについて、お尋ねをいた

します。 

次に、通学校区の弾力化制度の問題につきまし

ては、これまで毎回議会で取り上げてまいりまし

たが、この度、大分市教委が小中学校選択制の導

入にあたって、市民の声として、全域では子ども

の安全対策に支障が出かねない、あるいは子ども

と地域とのつながりが薄れる、学校間の格差、歪

が生じるなどの声が、検討委員会や市民、意見公

募から上り、また市長有志の会は、市民が制度の

是非を判断するのに必要な情報を公開すること。

すでに実施している自治体の評価について充分検
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証し、慎重に議論をし尽くすよう市教委に要望書

を提出しております。 

本市におきましても、このようなさまざまな負

の側面を持つ制度につきましては、今回設けられ

ましたパブリックコメント制度などを活用し、市

民や学校現場の声に耳を傾けるべきではないで

しょうか。その点につきまして見解を求めます。 

次に、小中学校における始業前の朝読書につい

てでございますが、先日の社会文教委員会の学校

訪問でも、毎日実施している学校からは、落ち着

いて授業に集中できるようになったといった効果

の報告がございました。もちろん学校任せじゃな

く、これは家庭でも習慣づける工夫が大切と考え

ておりますが、子どもの活字離れや読解力の低下

が問題になってる中、豊かな人間性、想像性を培

う観点からも、まず学校で朝読書の取り組みは大

変有意義と考えますが、本市内における学校の実

施状況等、今後の学校への指導推進につきまして

は、どのようにお考えかお尋ねをいたします。 

議会運営の効率化につきましては、これは、合

同新聞の平成１５年７月１１日付けの大分市議会で

の内容につきまして記述がございました。見出し

として、「執行部は本当にやっているのか。調査

研究する、今後検討する、お役所答弁を追及」へ

の記事に共感して、今回取り上げました。 

これは、当時の大分市議会一般質問において、

市民クラブの議員から調査検討すると答弁した事

項は、議会で再度質問しなければ結果報告や中間

報告がないと。執行部の姿勢を質し、また自民党

の議員からも、執行部答弁がこの点でおざなりに

なっている指摘がありまして、執行部はその非を

認め陳謝をしております。 

私どもも、議会運営の効率化の観点から、質問

が重複しないよう気を使っているつもりではござ

いますが、執行部も議会運営の効率化に協力する

姿勢を示すべきではないでしょうか。その意味か

ら、検討調査しますと答弁した内容については、

年度末までには議員に何らかの回答、あるいは中

間報告を知らせるシステムを設けるべきではなか

ろうかと考えますが、その意向についてお尋ねを

したいと思います。 

１回目の質問を終わります。 

〇議長（近藤準三郎君） 教育長都甲桂一君。 

〇教育長（都甲桂一君） 岡部議員の教育問題２

点にわたりますご質問にお答えいたします。 

まず、通学区の区域の弾力化についてでござい

ますけれども、昨年６月の定例会で議員のご質問

にご答弁申し上げたとおり、市の総合教育計画審

議会での答申を受けて通学区域の弾力化を実施し

たものであり、旧真玉町・香々地町においても、

地区説明会や合併協議会だよりを通して周知を

図ったものでございます。 

先程、議員は、負の側面を持つと言われました

が、私はそのようには考えておりません。よって、

議員ご指摘のパブリックコメントを実施する考え

はありませんので、ご理解をお願いいたします。 

次に、小中学校における朝読書の推進について

でございますけれども、議員ご指摘のように、朝

読書の取り組みは大変有意義な取り組みであり、

市内の多くの小中学校で実施をしているところで

ございます。今後もこの取り組みを継続し、読解

力の向上が図られるよう指導してまいりたいと考

えています。 

以上でございます。 

〇議長（近藤準三郎君） 企画財政課長桑原茂彦

君。 

〇企画財政課長（桑原茂彦君） 岡部議員の行政

改革についての、事前評価システムについてのご

質問にお答えいたします。 

議員のご質問の、事業の費用対効果に対する事

前審査など、いわゆる政策評価や行政評価などの

現状でございますが、国では、平成１３年に行政

機関が行う政策の評価に関する法律を定め、各府

省など行政機関ごとに政策評価に関する事前評価

及び事後評価などを行い、さらに特定の政策分野

に偏ることがないよう、政府全体としての統一性

の確保や総合的な推進を図る見地から、総務省に

おきましても評価を行っております。 

ただし、事前評価につきましては、評価に必要

となる政策効果の把握の手法、その他の事前評価

の方法が開発されているもののみを対象といたし

ております。 

また、大分県におきましても、議員ご案内のよ

うに平成１４年度から事務事業評価を導入し、平

成１６年度から政策施策評価を導入しているよう

でございます。しかしながら、これらは事後評価

でございまして、議員ご質問の事前評価につきま

しては、まだ導入をしていないとのことでござい

ます。 

本市におきましても、事前評価の導入につきま

しては、さらなる事務コストの増大が予想されま

すので、現在のところは考えておりません。 

以上でございます。 

〇議長（近藤準三郎君） 総務課長鴛海 豊君。 

〇総務課長（鴛海 豊君） 岡部議員の行政改革

大綱の公用車の管理等について、お答えいたしま

す。 

まず、公用車の管理等の状況についてでござい

ますが、合併に伴いまして廃車した台数が８台、

売却した台数が同じく８台でございます。現在管

理してる公用車の台数は、普通車が７台で、内１

台が貨物車、小型自動車が３６台で、内２８台が貨

物車、軽自動車が３１台で計７４台ございます。公

用車の管理方法でございますが、真玉庁舎に配置

している１４台及び香々地庁舎に配置しています

９台につきましては、それぞれ地域総務一課と地
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域総務二課で集中管理をいたしております。高田

庁舎が管理してる５１台の内８台は、企画財政課

で集中管理をしております。その他は、各所属課

等で管理いたしております。 

今後は、事務処理の効率化と管理コストの軽減

の面から、高田庁舎で管理してる公用車につきま

しても、行政改革大綱の実施計画に基づきまして、

集中管理の拡大に努めてまいりたいと考えており

ます。 

また、市長車についてでありますが、現在使用

しております市長車は、旧豊後高田市が平成１５

年に購入したものでございまして、２月末日まで

の走行距離は７万１，３５５キロでございます。市

長車につきましては、県庁を始め県内外での会議

等について使用いたします。一般職員の公用車は、

市内運行が主であるのに対しまして、市長車は長

距離運行が多くなりますので、安全性を重視いた

しまして、現行どおりの使用をいたしたいと思っ

ております。 

次が、行政改革大綱の目的等についてでござい

ますが、まず改革の目的についてでございますが、

昨日、議員の議案質疑の際にご答弁いたしました

とおり、地方公共団体は住民の福祉の増進に努め

るとともに、最少の経費で最大の効果を上げるよ

う努めなければなりません。また、常に組織及び

運営の合理化にも努めなければなりません。行政

改革では、このような費用対効果を考えた経費節

減や組織等の合理化などが主な取り組みとなりま

すが、この取り組みによって財政の健全化等が図

られ、もって住民の福祉の増進のための施策が展

開できるものと考えられます。 

具体的には、現在のところは新市建設計画など

でお示しいたしているとおりでございます。今後、

現在策定に向けた作業をしております新市の基本

構想、基本計画などで改めてビジョンをお示しす

ることとなります。 

次に、市民の方のご意見等についてでございま

すが、ご質問の民間有識者の方などで構成される

行政改革推進懇話会や市民意見公募手続きで出

されたご意見等と計画案への反映状況につきまし

ては、お手元にお配りしておりますとおり、資料

にその主なものを記載しているとおりでございま

す。 

次に最後に、７の議会運営の効率化についてお

答えします。 

このことにつきましては、平成１６年７月に、

合併を前にして新市の議会運営等の調整に関する

協議を行うことを目的に設置されました「合併に

伴う議会運営調整会議」において協議がされてい

るところでございまして、その協議内容は、豊後

高田市議会関係例規集先例集に掲載されています

とおり、議会における検討事項に係る処理結果及

び方針の提出については、在任特例期間後の議会

において執行部と協議するものとすると決定され

ているところでございます。 

以上でございます。 

〇議長（近藤準三郎君） 建設課長奥田秀穂君。 

〇建設課長（奥田秀穂君） 岡部議員の入札制度

改革についてのご質問にお答えいたします。 

まず、一般競争入札制度についてでありますが、

現在のところ制度の実施については考えておりま

せん。 

次に、第三者機関による入札監視制度について

お答えいたします。 

これまで、県下各市の第三者機関の設置状況の

調査を行い、各市の状況を把握したところでござ

います。その結果、県下では１市が設置しており、

２半期ごとに開催を行うようになっております。 

本市の工事発注件数、規模等及び他市の設置状

況を見たときに、現時点において喫緊に本制度導

入は要しないものと考えているところであり、今

後については、電子入札システム等も含め透明性、

公平性の確保ができるよう努めていきたいと考え

ております。 

以上でございます。 

〇議長（近藤準三郎君） プロジェクト推進課長

青野素久君。 

〇プロジェクト推進課長（青野素久君） コミュ

ニティバスの導入について、お答えを申し上げま

す。 

コミュニティバス等の交通施策に関しましては、

市長が提案理由説明の中で申し上げたとおりでご

ざいますが、新年度、地域交通会議において協議

していただくことにいたしております。 

以上でございます。 

〇議長（近藤準三郎君） ５番岡部心介君。 

〇５番（岡部心介君） 再質疑を行います。 

ただ今、教育長から学校弾力化につきまして、

大変見事な、木で鼻をくくったような答弁がござ

いましたけども、まったくいまこの弾力化につい

ては問題がないと認識だから、市民に声を聞く必

要もないと答弁がありました。もう何度も取り上

げてきましたが、臼野小学校の今のような事態は

何も問題ない事態というふうにお考えであるとの

大変驚きました。これまでの計り知れない教育的

効果、希望が叶った親からは喜ばれているという、

自画自賛の答弁ばかりが続いております。この制

度が抱えている大分市民の方々から切実な要望が

出されている声、これ私と本当に共通する思いで

ございますが、まったく問題ないとして、市民の

声に耳を傾けようとしないこの姿勢は大変な問題

であると思います。 

この小泉構造改革によりまして、官から民への

規制緩和、市場化、市場原理第一主義の流れの中

で、社会的な格差の拡大、大きな歪がいま、大き

な社会問題になっております。この弾力化の制度
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も一種の規制緩和、学校同士を競わせようとする

競争原理の導入であります。この制度の持つ、先

程申し上げたような負の側面に目を向けていかな

ければ、今後も、いま、日本が抱えている同じよ

うな事態が、私はこの高田の教育界でも、教育界

の中でも拡大していく懸念が大いにあると。再度

の市民の声を聞くように検討を強く要望するもの

であります。 

それから朝読書の取り組みについてであります

が、大変大事だから取り組みたいという答弁であ

りました。私は実施状況がどうなってるのかと。

例えば毎日やってるところが何校で、週１回が何

校で、その時間は何分ぐらいかというふうな具体

的な実施状況をお尋ねしたかったのですが、答弁

がありませんでした。再度お願いをしたいという

ふうに思います。 

それから、この行革の事前評価制度の導入につ

きましては、大変この外の風を入れるということ

は、いま非常に大事なことではなかろうかと思っ

ております。そしてその内容を市民にあらかじめ

公開し、説明していくということをお尋ねしたん

ですが、大変事務コストがかかるという答弁がご

ざいました。実際にこれを開設すれば、どのくら

いの事務コストがかかるとみているのかお尋ねを

したいと思います。 

それから、公用車の廃止の問題で、市長公用車

の廃止についての質問でございますが、あらゆる

事柄を聖域とせずに、ゼロベースから見直すとい

う趣旨の行革案でございましたが、この市長の高

級公用車については、これは聖域であるという旨

の答弁であろうかと思い、大変これは市民が聞け

ばがっかりする内容ではないでしょうか。 

それでは、毎日とは言いませんが、スケジュー

ルの余裕のあるときぐらいは、マイカーで通勤さ

れ、市内の近場に出向いたりするときは、運転手

をつけずご自分で車を運転して行く。その時間の

分だけ職員は本来の職務に専念できるのではない

でしょうか。違うでしょうか。市長の政治姿勢の

問題としてお尋ねをしたいと思います。 

それから、市民の声をどう聞いたかという質問

でございますが、このパブリックコメント制度そ

のものについて、いまこれが設けられたばかりで、

内容については市民もよく分からないんじゃなか

ろうかと思います。一体どのような方法でこのパ

ブリックコメント制度は、市民の意見を募集する

ように方法としてなっているのかお尋ねをしたい

と思います。 

コミュニティバスについてですが、これは昨年

の６月議会の中で、新年度に向けて実施をする方

向で検討したい答弁をしておりますが、すでに１

０カ月経っておりますが、いまだにはっきりした

方針が出せずに、今後の地域交通会議で考えると

いうのは、どういう理由からかご説明をいただき

たいと思います。 

以上で再質疑を終わります。 

〇議長（近藤準三郎君） 企画財政課長桑原茂彦

君。 

〇企画財政課長（桑原茂彦君） 岡部議員の再質

問にお答えをいたします。 

事前評価は、評価に必要な政策効果などを事前

に把握する方法を開発して、その成果指標等を設

定しなければならず、技術的に困難な面が多いこ

と。それと、それを開発するために経費、そして

労力はかかるということでございます。なお、本

市といたしましては、その経費についての試算は

現時点では行っておりません。 

以上であります。 

〇議長（近藤準三郎君） 学校教育指導室長早田

義司郎君。 

〇学校教育指導室長（早田義司郎君） 岡部議員

の再質問にお答えいたします。 

朝読書の実施の状況でありますが、聞き取りの

際に、各学校の具体的な実施状況についての質問

はありませんでしたので、具体的な資料はいま提

示することはできませんが、小学校では週１回か

ら２回実施をしております。中学校では半数の学

校が実施をしております。 

以上です。 

〇議長（近藤準三郎君） 総務課長鴛海 豊君。 

〇総務課長（鴛海 豊君） 岡部議員の再質問に

お答えいたします。 

まず、パブリックコメントの関係でございます

が、１月１日付けでですね、豊後高田市民意見公

募手続きに関する規則の公布をいたしまして、１

６日にこの１月号の市報でございますが、このよ

うな形でですね、市民に周知を図って募集をした

ところでございます。経過については以上でござ

います。これらにつきましては、大分合同新聞で

ありますとか、朝日新聞でありますとか、ＮＨＫ

放送とか、テレビでございますけどもそういうと

ころ、あるいは読売新聞とか、大手のそういう新

聞にも載せていただいて、住民に周知を図ったと

ころでございます。 

次が、市長の公用車の件でございますが、市長

は、以前から、マイカー通勤ということも１週間

に一度ということでされておりましたけれども、

これなかなか時間が許さなくて、時間が許す範囲

でマイカー通勤もされておりますし、それからま

た、議員がおっしゃった自転車の関係でございま

すけども、自分の費用で自転車買いまして、そこ

の横にいま設置しておりまして、雨の日とかそう

いう寒い日を除いて、行けるところは自転車で会

議には出かけておりますけれども、なかなか時間

が取れなくて、実態的には常にそうしてるかとい

うことではございませんけども、そういうことで

対応してますし、また土曜、日曜の行事等につき
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ましても、自分で運転されて行く場合もございま

す。そのようなことでご理解いただきたいと思い

ます。 

以上です。 

〇議長（近藤準三郎君） プロジェクト推進課長

青野素久君。 

〇プロジェクト推進課長（青野素久君） 再質問

にお答えいたします。 

いろいろ調査検討しておりますけれども、その

結果、抜本的な改革等も必要ではないかと考えら

れます。それで新年度、地域交通会議で新たな交

通体系の具体的な運行計画を協議いたしまして、

合意をした後に、国の許可を得て実施の運びとい

うことになろうかと思っております。 

以上でございます。 

〇議長（近藤準三郎君） ５番岡部心介君。 

〇５番（岡部心介君） 再々質問を行います。 

この朝読書の取り組みについてでありますが、

なんか答弁がまるっきり熱意がなくて肩すかしで

ございます。ちょっと早口で言われたのでようわ

からんかったんですが、週１回のペースですべて

の学校で行っている。それを中学校では、約半数

がやってるという答弁だったんでしょうか。もう

１回確認をさせてください。すみません、ちょっ

とよく聞き取れなかったのでゆっくりお願いした

いと思います。お手間取らせてすみませんが。 

それで、私の朝読書の必要性ということで

ちょっと申し上げたいんですが、もちろん教育長

もご存じかと思いますが、２００４年にＯＥＣＤが世

界４１カ国の１５歳の子どもたちを対象に国際学習

度到達調査を行いました。これは、知識の量を測

定するといったテストじゃありませんで、読解力

や数学や科学などの応用力を問う内容でありまし

たが、日本の子どもたちのレベル低下が、特に読

解力の低下が当時大変問題になりました。今でも

引きずってるわけでありますが、そしてその最上

位が、北欧のフィンランドでございました。 

ちなみに、この国では、テストや子どものラン

ク付けもなく、日本のような競争路線を取ってな

くて、例えば小学校６年生では、週２６時間のう

ち１１時間が総合学習に当てられて、個人的な成

長、環境への配慮、人間とテクノロジーなどの７

つをテーマとして教育課程を貫く原則としており

ます。そして教育費に対するＧＤＰ比は、フィン

ランドの５．７％に対しまして、日本はＯＥＣＤ加

盟国では最低の３．５％となっております。また、

ちなみに教育実習に要する期間は、なんと半年間

６カ月というふうに聞いております。 

そして、このフィンランドがなにより特徴的な

のは、読書大国ということで、国を挙げて読書活

動の推進に力を入れて、図書館の利用率の世界一

が自慢だというふうにも報じられております。私

はこのほかにもフィンランドから学ぶべきものは

たくさんあると思っておりますが、この点でも、

この読書大国のフィンランドの例を見ましても、

改めて読書活動の重要性を私は再認識していると

ころでございます。 

ぜひとも、上意下達であってはいけませんが、

学校にできるだけ週１回やるというよりも、朝５

分でも１０分でもやると。田染小学校でしたか、

学校訪問で言われておりましたが、授業に本当に

落ち着いて集中できるようになったというふうな

ことが言われておりました。ぜひとも学校現場と

話し合いを、なんかの機会ででもそういったこと

にさらに情熱を持って推進をしていただければ大

変ありがたいと思っております。 

それと、入札制度に係わることでございますが、

聞くところによりますと、アメリカあたりでは、

大変に談合に対する罰則規定が厳しくて、一度発

覚したらもう業者が企業が潰れてしまうぐらいの

規定が設けられておりまして、それでもちろん一

般競争入札制度をすべて導入しているということ

を何かで読んだことがございます。やはりその点

につきまして、罰則規定が非常に日本の場合は甘

いわけであります。 

確か大分県でしたか、罰則規定の指名停止期間

の今ある現状の３～４カ月の延長というふうなこ

とも実施を既にしている旨のことを何かで読みま

したが、この罰則規定の設定がいまなされている

のか。なされているなら、さらなる強化や、ある

いはそういったことについてどのような意向なの

か、最後にお伺いをして質問を終わりたいと思い

ます。罰則規定ということですね。 

〇議長（近藤準三郎君） 学校教育指導室長早田

義司郎君。 

〇学校教育指導室長（早田義司郎君） 岡部議員

の再々質問にお答えいたします。 

小学校におきましては、週１回から２回程度で

ございます。中学校におきましては、半数の学校

で実施をしております。なお、いま、岡部議員が

申されました読書活動の重要性については、教育

委員会としても同じ認識を持っておるところであ

ります。 

以上です。 

〇議長（近藤準三郎君） 建設課長奥田秀穂君。 

〇建設課長（奥田秀穂君） 入札制度に関しての

罰則規定の関係でございますけども、規定として

は特に設けておりませんけども、指名停止の関係

についての規定はもっておるとこでございます。

以上でございます。 

失礼しました。指名停止に係る取り消し等の規

定については、設けてるとこでございます。指名

委員会の中で規定を設けてるとこでございます。

以上でございます。 

（「聞こえんぞ」と言う声あり） 

 失礼しました。罰則規定というよりも指名停止
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に係る指名参加資格取り消しですけども、この関

係につきましては、指名委員会規定の中に謳って

おります。 

以上でございます。 

〇議長（近藤準三郎君） しばらく休憩いたしま

す。 

午後２時４８分 休憩 

午後３時００分 再開 

〇議長（近藤準三郎君） 休憩前に引き続き会議

を開きます。 

４０番大石忠昭君。 

〇４０番（大石忠昭君） 一般質問を始めますが、

市長は質問の趣旨に明確に答えて、市民が理解さ

れるような答弁をされることを最初に要求してお

きます。 

まず、市長の政治姿勢が問われるこの医療改革

法案の問題についてであります。 

今回も、豊後高田では介護保険が３０％も上が

ると。また、１０月から医療費が大改悪されます

と、もうお金のない者は生きていけないような状

況に追い込まれますので、市長が政治生命かけて

この悪法を阻止してもらいたいということから

トップに取り上げています。 

ご承知のように、小泉内閣はいま開かれており

ます国会に、医療費の改悪法案を提案しておりま

すが、それは、現在７０歳以上の人が病院にかかっ

た場合には、窓口で患者負担が１割であります。

所得の高い人は２割ですけれども、それが今回７

０歳から７４歳の患者については２割に増える。さ

らに所得の高いお年寄りについては、今年１０月

からすべて３割負担に引き上げられる。まさに医

療費の大変な負担増であります。さらに、混合診

療の拡大などで、公的保険のきく範囲を切り縮め

て公的医療制度の解体に道をひらくような医療の

大改悪であります。 

保険のきかない医療が広がれば、必要な医療を

受けるのにも多額な負担がかかることになりまし

て、これは医療に格差を持ち込む、人の命も金次

第とするものであります。この医療改革法案は、

医療への国の責任を後退させ、民間保険の売り込

みなど、医療分野を新しい儲け口にしようという

日米財界の要求に応えるものであり、今医療関係

者を始め、多くの国民が反対の声や運動を広げて

るとこであります。 

高齢者の命と暮らしを守るためにも医療改悪を

阻止するために、市長は関係機関に働きかけるべ

きだと思いますけれども、市長の見解を求めます。 

次が、行政改革についていくつか質問をいたし

ます。 

最初が、特別職の退職金の見直しについてであ

ります。これまでも私は何度か市長の退職金の見

直しを要求しましたが、合併後、条例改正で１つ

だけ改善される点があります。それは、これまで

は、市長も助役も教育長もと、収入役もと、それ

ぞれ退職の際には４年務めて４８カ月分で計算さ

れた退職金でしたけれども、合併後は、あ、４９

になっていましたが、今度は４８に１カ月だけ減

額をされています。これはもう当然のことであり

ます。しかし、各県内の条例を比べてみましたと

ころ、まだ高田の場合は市長が１０分の５０ですか

ら、竹田市などは１０分の４０で、竹田市よりも高

い退職金制度になっております。それで計算して

みますと、市長など特別職が４年間務めた場合に

は、市長で１，９４４万円の退職金、助役が１，２４８

万円、教育長が５４７万円の退職金になります。市

の財政状況が厳しいので、行革を次々やろうとし

ておりますけれども、それならばまず、市長、助

役、教育長のこの退職金の手当の制度を全廃する

というようなそういう覚悟がないのか、市長の見

解、市長の政治姿勢を問いたいと思います。 

次が、市長、議長の交際費の見直しについてで

あります。 

これも、私も初当選して以来、何度も議論をし

てまいりまして、佐々木市長時代は、相当額まで

膨れ上がっておりましたけれども、情報公開制度

が実施されることになりまして、当市におきまし

ても、市長、議長の交際費がぐんと削減されてき

ました。調べてみますと、平成１５年度で市長が９

８万余、１６年度で１２８万余であります。議長につ

いては、１５年度が４３万円、１６年度が５１万円余で

ありますが、今回この議会に提案されております

市長の交際費が１８０万円、議長の交際費が１００万

円であります。 

過去の情報公開後の実績を見ましたら、この１

８０万とか１００万円の予算は多すぎるんじゃないか。

実績に伴ってですね、これはこれまでの約半分ぐ

らいに交際費を削減してもやっていけるんじゃな

いかと思うんですけれども、見解を求めます。 

次が、議員歳費の削減についてであります。新

豊後高田市は、在任特例が適用されまして、現在、

旧真玉・香々地の議員が、それぞれ新しい市議会

議員になりまして、４２名でしたけれども、１人

死亡していま４１人ですけれども、本来ならばこ

の在任特例を実施するんではなくて、合併と同時

に新しい市議会を選ぶという方法をとるべきだっ

たと思います。その後も何度かこの問題提起しま

したけれども、合併協議会で決まったということ

でずるずる来てるんですけれども、この際、改め

てもう議員の自主解散ができないのか、これはそ

れぞれ議員の自覚の問題ですけれども、できなけ

ればやはり議員の歳費の引き下げをやるべきじゃ

ないかと。同じ議員でありながら、旧豊後高田市

と旧真玉・香々地の議員の報酬が違うというのも、

これも問題であります。 

よって、報酬審議会に諮問をして、適正な歳費

に引き下げるという措置をとったらと思うんです
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けれども、見解を求めます。 

次が、公共工事の談合防止の問題ですけれども、

いま、岡部議員が、全国的にも問題になっており

ます談合問題の実態も指摘しながら改善を求める

質問をいたしました。しかし、競争入札について

は、いま考えてないという答弁がありましたけれ

ども、電子入札については、市のほうはやろうと

しておりますけれども、やはり入札の透明性や公

平性、そして談合防止をして経費を節約していく

ためには、来年度ではなくて、もう今年度でも早

い時期から電子入札に切り替えるべきだと思いま

すけれども、その辺の見解を求めます。 

次が、旅費規程の見直しについてであります。

職員が出張する場合、あるいは市長が、あるいは

議員が出張する場合、それぞれ日当や宿泊料や食

卓料などなどが規程で定められておりますけれど

も、これが差があるんですけれども、格差をなく

しても市長の出張や議員の出張はできないことは

ないんじゃないかと思うわけです。 

調べてみますと、現在の市の状況というのは、

日当が一般職の場合、県外に出張した場合は１日

が２，５００円。それに比べて市長は２，８００円、助

役や議員は２，６００円であります。宿泊費につき

ましても、同じ出張しても職員は１万２，６００円

に対して、市長は１万４，４００円、助役や議員は

１万３，８００円です。それから、食卓料として一

般職は１，０００円、市長や助役、議員はこれは１，

２００円と。まだまだいろいろなものがありますけ

れども、格差を是正をしてもやっていけるんでは

ないかと思うんですけれども、その見直しをする

用意があるかどうかお尋ねをいたします。 

次は、同和行政についてであります。この問題

も度々議論をしてみましたけれども、今回資料を

提出していただいておりますけれども、もうほと

んど前年度と変わらない状況になっていますけれ

ども、基本的には法律が終結しまして、同和行政

そのものを終結をすべきではないかと思うんです

けれども、なぜこういうことになるのか、終結で

きないのかどうか、市民の前に明らかにしていた

だきたいと思います。 

次が、社会福祉協議会に元収入役を雇用したと

いうことで、いろいろと元ＯＢなどから批判の意

見が上がっています。２０万円も３０万円もかけて

元収入役を雇わなければならないような社協なん

かと。ＯＢ雇うんならばなんぼでもＯＢおるじゃ

ないかという意見があるんですけれども、これは

元収入役の救済措置ではないかと、永松市長がな

んで元収入役だけ特別扱いをするんかという厳し

い批判の声であります。 

よって、私、今回の行政改革案を見ましても、

１年後には、議会事務局の職員増やしたけれども、

今度は２名削減をするということですから、もう

２年後に２名じゃなくて、とりあえず今年度から

１名削減をしてその分を社協に回せば、わざわざ

２０万も３０万もかけて新しい職員を雇うことはな

いんじゃないかなと思うわけであります。そうい

う新たに元収入役の救済措置ではないかというよ

うな批判があるような雇用の仕方ではなくてね、

職員の削減をするというんなら、前倒しをやって

社協に職員を派遣するという方法はとれないのか

見解をお尋ねいたします。 

次が、出張所の廃止計画の見直しについてであ

ります。市内には田染、東都甲を始め、全部で６

カ所の出張所がありますけれども、今回市長が提

案している行政改革案では、この６カ所とも出張

所の廃止の検討をしていこうということになって

いますが、それぞれの出張所の現状を見ましても、

住民サービスには一番この廃止することによって

影響が及ぼす内容であり、これは住民の同意、協

力なしには、いくら永松市長であっても強行する

ことは許されないと思います。 

よって、この問題は、廃止計画を見直しをする

ことができないのか。その点についての市長の見

解を求めます。 

次が、公共用地の電柱や電話柱などの使用料の

見直しについてです。これも旧豊後高田市時代か

ら何度か問題提起をしてまいりましたけれども、

ようやく今回合併することによりまして、旧真玉・

香々地の実態調査が始まり、これを改善すれば相

当額の収入増につながることになったようであり

ますが、基本的にはこの条例整備をやり、どのよ

うな使用料の引き上げ増につながっていくのか説

明してもらいたいと思います。 

次が、少子化対策についてであります。乳幼児

の医療費助成事業につきましては、先程明石議員

に対する答弁がありまして、一言で言うならば、

県が要綱を改正するので、その要綱に沿ってやっ

ていくと。あるいはそれに向けて準備をしようと。

明石議員からは、市長が前向きの答弁をしていた

だいて感謝いたしますという、感謝の辞がありま

した。 

しかし、この内容は非常にこれ大事な問題なん

ですけれども、それは、これまで入院医療費につ

いては、小学校に入るまでの方が完全無料であり

ました。しかしながら、これが実施されますと、

食事療養費はまるまる個人負担になります。１カ

月で１人当たり２万４，０００円を超えます。それ

から療養費につきましても、１カ月に１病院ごと

に７，０００円かかることになります。これもう新

たな大変な大改悪であります。一方、通院費につ

きましては、いま３歳未満が就学前までに拡大さ

れますけれども、これも３歳までの方、未満の方

は全部無料でしたけれども、これが１医療機関ご

とに１日５００円、２医療機関に行けば１日１，００

０円ということになるわけです。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
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よってこの対象拡大は、重度障害者や１人親に

ついては４月から実施ですけれども、その分はや

はり県民の世論が非常に厳しいということから、

知事も１０月までずらすことになりました。まだ

検討をまだもう少し加えることになっていますの

で、ぜひ市長、県の要綱を変えるようにね、いま

発表されてるような内容でいきましたら、入院患

者については大変な問題になりますのでね、要綱

を変えて、やっぱ今までどおり助成事業を拡大す

るように働きかけてもらいたいと思いますが、市

長の見解を求めます。 

ところが、どうしてもやらないと言う場合は、

全県的には６月にこの条例を出そうとなっていま

すけれども、それまでにも充分検討して、どうし

ても県がそれをもたない場合には、今までと同じ

ように全額無料になるように、市がその分を助成

するという方法をとるべきだと思いますけれども、

市長の見解を求めます。 

次が、小中学生のインフルエンザの助成につい

てであります。豊後高田市は健康のまちづくりと

いうことで、健康に力を入れて各種事業を実施し

ておりますけれども、やはり今のところ、小中学

生に対する全生徒のインフルエンザに対する予防

接種をやり、その分を市が完全助成できないかと

いう質問です。 

予防事業に力を入れるということは、やはり将

来を担う子どもたちの健康を守っていくうえで非

常に大事なことだと思うんですけれども、市長の

見解を求めます。 

次が、火葬場についてであります。もう念願の

懸案事項でありまして、これまでの答弁では、平

成１８年度に着工するというように述べてきたん

だけども、今回予算も計上されていない有り様で

す。合併後の重点事業と言いながら、実際どうなっ

ているのか、その後の進捗状況について明らかに

していただきたいし、今後の取り組み方について

も、いかに考えているのか市民が理解できるよう

にはっきりと答弁をしていただきたいと思います。 

次が、商店街振興対策についてであります。昭

和の町が大きなマスコミにのりまして、観光客が

２０万人を超えたと言われますけれども、最近で

は、ご承知のように、あの駅前通りから新町通り、

中央通りの入口までと、中央通りから玉津につい

ては、もうほとんど観光客が訪れないような状況

ですし、あれだけ観光客が訪れても、実際に豊後

高田の商店街でやっぱりどれだけ買い物をしてく

れたのか、消費が伸んだかというのは、まだまだ

微々たるものではないかと思いますし、この点に

ついてですね、やっぱこれだけ２０万を超えると

いう観光客をどうやって地元商店街で消費を伸ば

してもらうのか。その辺の今後の対策についてお

尋ねをいたします。 

それから、南蔵に４月１日にオープンしようと

しております飲食施設の問題なんですけれども、

実際のここで儲かった経費については、今後の観

光対策に使っていくんだということをたびたび説

明をしてまいりました。しかし、関係者の間では、

儲けを出して市全体の活性化につながるようなそ

ういう貢献ができるんだろうかと。それよりは赤

字になって、また市が一般財源からその補填をし

なければ事業がやっていけないようなことになり

はしないだろうかと、そういう危惧する声もある

わけであります。 

よって、４月１日オープンのこの飲食施設につ

いて、経営見通しが本当にやっぱ儲けを出して、

それを市の観光施策やまちづくりに生かせるよう

なことになるという展望があるのかどうなのか、

市民の前にいま、明らかにしてほしいと思います

し、それから既存の影響を受ける飲食店や旅館な

どについて、この対策、こちらに取られたらこち

らが減るんではないかと、いろいろと心配の声が

広がっておるんですけれども、その辺どう考えて

おるのかも、その対策について明らかにしていた

だきたいと思います。 

次は、企業誘致についてであります。新聞、テ

レビ見ましても、最近では、県内各所に新たな企

業が進出するとか、あるいは進出してる企業が、

大幅な拡張工事の投資をするということが相次い

でおりますけれども、豊後高田も最近また１社企

業誘致が決まったということで、今回も提案理由

説明でありましたけれども、まだまだ、現在あれ

だけな投資をして受け入れ態勢を作ってる工業団

地、まだまだ企業誘致がですね、遅れてるんじゃ

ないかと。市長が就任以来、重点課題として取り

組むと言ったわりに遅れてるんですけれども、今

後市長はどういうですね、位置付けでこの企業誘

致に取り組んでいくのか、市長の本音のお気持ち

を市民の前に明らかにしていただきたいと思いま

す。 

それから、もう１つは、雇用問題ですけれども、

今日一覧表をもらっておりますが、企業を誘致し

たわりに、市内に居住している方が、やっぱり全

体雇用数の約半分ちょっとを超えるという状況な

んです。少ないところは、１つの企業の中の３割

に満たないような状況もあります。よって、やは

りこの地元企業を促進していくために今後どう考

えているのか、その辺の見解も聞きたいと思いま

す。 

最後に、寡婦対策についてであります。調べて

みましたら、県内で約半数の市町村で寡婦医療費
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の助成事業を単独で実施をしております。これま

だ県の補助金はありません。豊後高田でも実施を

すべきじゃないかと思いますけれども、その見解

をお尋ねいたします。 

以上であります。 

〇議長（近藤準三郎君） 市長永松博文君。 

〇市長（永松博文君） 大石議員の政治姿勢につ

いてのご質問にお答えいたします。 

政府は、２月１０日医療制度改革関連法案を閣

議決定し、国会に提出いたしました。この法律の

背景には、少子高齢化の進行や高齢者医療の急増、

さらには、国民皆保険を堅持し、医療保険制度を

将来にわたって持続可能なものとすることがあり、

本格的な構造改革が必要として、医療費適正化の

推進、高齢者医療制度の創設、保険者の再編・統

合などを柱とした改正案となっています。 

７０歳以上の高齢者のうち、現役並みの所得が

ある者の患者の負担を２割から３割にする見直し

や、混合診療のあり方について、今国会で審議中

でありますので、今後の動向を注意深く見守って

いきたいと思っております。 

他のご質問につきましては、担当課長に答弁さ

せますのでよろしくお願いします。 

〇議長（近藤準三郎君） 総務課長鴛海 豊君。 

〇総務課長（鴛海 豊君） 大石議員の行政改革

についてお答えいたします。 

まず、市長、助役、教育長の退職手当について

でございますが、県下各市の状況では、大分県退

職手当組合に加入している３市及び特に高い２市

を除き、本市を含む８市につきましては、同率で

支給するようになっております。したがいまして、

支給の見直しについては考えておりません。 

次に、市長交際費についてでございますが、ご

案内のように、交際費とは、対外的に活動する地

方公共団体の長、その他の執行機関等が、当該団

体を代表し、又は当該団体の利益を図るために外

部との公の交際を進めるうえで必要とされる経費

でございます。 

市長交際費につきましては、合併によりエリア

が拡大し、交際範囲も広がったとこでございます

が、本定例会の当初予算でご提案申し上げており

ますとおり、平成１８年度予算につきましては、

平成１７年度予算と同様に、合併前の旧豊後高田

市の予算と同額といたしております。なお、市の

現在の財政状況等を考慮し極力節減に努めている

とこでございまして、平成１７年度決算見込みで

は不用額が予想されるとこでございます。しかし

ながら、平成１８年度当初予算につきましては、

１年間を通じて突発的な事故等未確定要素もござ

いますので、見直しは考えておりません。 

次に、議員報酬についてでございますが、議員

報酬は、西高地域１市２町合併協議会で在任特例

の適用を受けた後の議会議員の報酬については、

合併して１年を経過した後の早い時期に新市の特

別職報酬等審議会に諮問し、現行の額及び県内同

規模自治体の例を参考に調整すると決定されてお

ります。したがいまして、今後新年度において諮

問してまいりたいと考えております。 

次に、一般職員と特別職などの旅費規程の格差

についてでございますが、現行の旅費規程は、国

の基準を基本とし、県下各市の状況を参考に定め

ているものでありまして、現時点では適正な水準

と認識いたしております。 

次に、社会福祉協議会に関するご質問について

でございますが、これは同協議会の人事の問題で

あると考えております。 

次に、出張所についてでございますが、出張所

につきましては、これまで各庁舎から比較的遠距

離にある地域住民の利便を図るため設置してきた

ところでございます。その主な業務内容といたし

ましては、各証明書の交付や、住民から提出され

た書類等を各課への取り次ぎ等であります。しか

しながら、主要な業務であります各種証明書の発

行業務につきましては、住民の利便性を図る目的

で、合併時から市内１０箇所の身近な郵便局でも

取扱いができるように取り組み、住民の方々に

徐々に定着してきているところでございます。ま

た、昼間の勤務でそういうことで窓口に直接出向

くことが困難な方の利便を図るために、早朝・夜

間・休日でも利用可能な自動交付機を高田庁舎玄

関に設置いたしまして、市民の方々に利用してい

ただいているところでございます。 

このような状況から、出張所の廃止につきまし

ては、今後地域住民の方々のご理解をいただきな

がら進めてまいりたいと考えております。 

以上でございます。 

〇議長（近藤準三郎君） 建設課長奥田秀穂君。 

〇建設課長（奥田秀穂君） 大石議員の電子入札

の導入についてのご質問にお答えいたします。 

電子入札システムの導入につきましては、現在、

大分県と県内市町村により、共同利用に向けたシ

ステム開発を行っているところであります。県に

おきましては、来年度より一部案件の試行運用を

行い、平成１９年度より本格実施が計画されてい

ることから、本市におきましても、県の示すスケ

ジュールに沿って導入を行っていきたいと考えて

るところであります。 

それから、市道における電柱・電話柱等の占有

料についてのご質問にお答えいたします。市道占

有料につきましては、道路法施行令改正期に、県

に準じて、平成９年３月に改正を旧市で行ってお

ります。合併により旧市条例を基本に改めまして、

占有料の引き上げを図ったところでございます。 

以上でございます。 

〇議長（近藤準三郎君） 人権・同和対策課長野

村信隆君。 
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〇人権・同和対策課長（野村信隆君） 同和行政

の終結についてお答えいたします。 

部落差別を解消することは、国、地方公共団体

及びすべての国民の共通の責務であるとの認識の

もとに、法律が施行されて以来、国・県・市と一

体となって取り組んできたところであります。 

ご承知のとおり、地域改善対策協議会の意見具

申では、部落差別が現存する限り、行政は積極的

に推進されなければならないとされており、特別

対策の終了、すなわち一般対策への移行が、同和

問題の早期解決を目指す取り組みの放棄を意味す

るものでないことも指摘されております。 

同和問題解決に向けた今後の課題といたしまし

ては、依然として存在している差別意識の解消、

人権侵害による被害の救済等の対応、教育・就

労・産業等の面でなお存在している格差是正、ま

た、差別意識を生む新たな要因を克服するため、

施策も必要とされております。 

今後につきましても、同和問題は基本的人権に

係わる問題であり、差別がある限り人権を尊重す

るという基本姿勢で差別解消に向け取り組んでま

いりたいと思います。 

以上です。 

〇議長（近藤準三郎君） 企画財政課長桑原茂彦

君。 

〇企画財政課長（桑原茂彦君） 大石議員の行政

改革についての、公共用地の電柱等の使用料につ

いてのご質問にお答えいたします。 

市道を除きます電柱等の敷地占有料につきまし

ては、合併前の旧真玉町及び旧香々地町におきま

しては、減免措置を行っていたところでございま

す。しかし、合併によりまして今回減免措置等を

見直し、新市の条例に基づき敷地占有料の徴収を

行うこととしたものであります。 

以上でございます。 

〇議長（近藤準三郎君） 子育て・健康推進課長

小野俊久君。 

〇子育て・健康推進課長（小野俊久君） 大石議

員の少子化対策についてお答えいたします。 

乳幼児医療費助成事業の対象拡大につきまして

は、明石議員にお答えいたしましたとおり、大分

県の要綱改正に沿って制度の改正を行ってまいり

たいと考えております。なお、県への食事療養費

の助成の要望につきましては、現時点では考えて

おりません。 

続きまして、小中学生のインフルエンザ予防接

種の助成についてお答えします。 

予防接種は、予防接種法、結核予防法に基づき、

市町村が実施する定期・臨時の予防接種と、各個

人が医療機関と相談し、自己負担で実施する任意

の予防接種の２つがあります。 

インフルエンザにつきましては、過去は予防接

種法に基づく臨時の予防接種として、市で実施を

しておりましたが、平成６年の法改正により接種

の対象から除外され、任意接種となった経過がご

ざいます。そのため、接種を受けさせる保護者の

負担は確かに大きいとは言いますが、予防接種法

に基づく定期接種に定められていない現時点では、

現行どおりの自己負担でまいりたいと考えており

ますので、ご理解のほどお願いします。 

続きまして、寡婦医療費についてお答えします。 

寡婦医療費の助成についてのご質問であります

が、他市の状況等調査いたしましたところ、１３

市のうち助成を実施している市は４市であり、ま

た、佐伯市におきましては、合併前の７町村の区

域において、現在のところ実施しているようでご

ざいます。また、寡婦医療の助成事業は、単独事

業であり、合併前からの継続実施と思われます。 

本市といたしましては、現在のところ寡婦医療

費助成につきましての実施予定はございませんが、

新規事業としまして、母子、父子、寡婦を対象と

した生活支援の充実を行うため、相談業務や交流

を目的として１人親家庭等自立促進事業の取り組

みを今後実施してまいりたいと考えているところ

であります。 

〇議長（近藤準三郎君） 環境課長水江義和君。 

〇環境課長（水江義和君） 火葬場についてお答

えいたします。 

火葬場の建設用地につきましては、景観、地理

的条件等人生の終焉の場にふさわしい用地を念頭

に、調査、選定を行ってまいりました。候補地の

１つとして、真玉地区内の用地を建設候補地とし

て、隣接する自治会の住民の方々を対象に、新し

い火葬場建設について住民相談会を開催してきた

ところでございます。 

住民相談会では、建設候補地とした理由、現施

設の建設当時の経緯など、多くの意見が出されま

した。今後におきましても、ご理解とご協力が得

られるよう、引き続き地元の方々と話し合いをし、

早期着工が図られるよう努力してまいりたいと思

います。 

以上でございます。 

〇議長（近藤準三郎君） 商工観光課長安東洋義

君。 

〇商工観光課長（安東洋義君） 大石議員の商店

街振興対策についてのご質問にお答えします。 

まず、昭和の町の観光客による地元商店街での

消費額増加対策についてですが、昭和の町の魅力

が向上すれば、観光客の一層の増加と滞在時間も

延長し、消費額の増加にもつながると考えており

ますので、市といたしましては、昭和の町のさら

なる魅力アップを図るための拠点施設整備等の事

業を計画的に実施してまいりたいと考えています。 

また、地元商店街での消費額増加のためには、

各商店街の自主的・自立的取り組みにも期待した

いと考えています。観光客、地域住民の区別なく、



３月９日 

 - 58 - 

最終的に評価を受けるのは、本物の商品やサービ

スの提供ができているか否かにかかっていると思

います。そのためには、商業者自身が常に進化、

多様化する消費者ニーズや観光客のニーズを的確

に把握したうえで、豊後高田昭和の町が提供でき

る本物の商品やサービスについて追求をしていく

ことが必要と考えております。 

いずれにいたしましても、昭和の町に観光客が

来訪されましても、地元商店街にお金が落ちない

と困りますので、この問題につきましては、今後

も商工会議所や関係者と一緒に取り組んでいかな

ければならないと考えています。 

次に、昭和ロマン蔵飲食施設についてですが、

その名称を旬彩南蔵とし、昭和ロマン蔵の運営と

ともに豊後高田市観光まちづくり株式会社が取り

組む最初の事業であります。旬彩南蔵は、市の食

の観光モデルケースとして、国東半島の食を目的

にお出でいただけるような観光の目玉にしたいと

いうこと。他の地域で昼食を摂っている観光客に

市内で食べていただくようにすること。結果とし

て、観光客の滞在時間を延長し、観光消費額を増

加させることを目的と考えております。 

旬彩南蔵の運営につきましては、営業宣伝部門

をまちづくり株式会社が行い、調理接客の現場部

門は、まちづくり株式会社が管理する子会社が運

営する形態をとり、民間手法による経営で収益を

求めてまいります。 

ご質問の既存飲食店などへの影響でございます

が、旬彩南蔵は主要なターゲットを観光でお越し

いただくお客様と計画しており、国東半島の食を

求めてお越しいただけるお客様を呼び込んでまい

りたいと考えているとこでございます。 

続いて、企業誘致のご質問にお答えします。 

まず、企業誘致の取り組みについてでございま

すが、本市には大分北部中核工業団地を始め４つ

の工業団地がありますが、大分北部中核工業団地

に昨年５月１８日に進出を表明した株式会社キャ

ムが、本年２月より操業開始しましたので、市内

の工業団地には現在合計１４社の企業が操業して

おります。また、ご案内のように大分北部中核工

業団地に、先月２３日には、株式会社東陽製作所

が自動車関連企業としては初めての進出の表明を

していただいたところであります。今後も引き続

き大分県及び中小基盤整備機構ともども協力しな

がら、企業誘致に積極的に取り組んでいきたいと

考えています。 

次に、雇用状況でございますが、各社の企業努

力による増設などがあり、現在は資料で提出して

いますとおり１，１５２名となっており、うち市内

は６３０名となっております。また、この度立地を

表明していただいた東陽製作所の雇用予定者数は、

４０名から４５名でその大半を地元雇用していただ

けるとのことでありますので、大変ありがたく思っ

ております。しかしながら、地元からの応募が少

ないという状況になっては困りますので、市とい

たしましては、何としても地元の人に応募をして

いただき、雇用していただくよう努力しなければ

ならないと思っているところでございます。ぜひ

議員の皆様方も、心当たりの方に東陽製作所を受

けるように進めていただきたいと思っております。 

以上でございます。 

〇議長（近藤準三郎君） ４０番大石忠昭君。 

〇４０番（大石忠昭君） それでは再質問をいた

しますが、最初が医療改悪問題で、市長は今後の

動向を見守っていきたいという答弁にとどめまし

たけれども、実は、あなたが出張中に、県内の６

団体から、この問題について市長としても関係機

関に要請してほしいという要望書が届いたと思い

ます。これに対しても同じような態度だったんで

すか。対応した総務課長は、これはもう大事な問

題だということでね、ちゃんと市長に伝えるとい

うことだったんだけども、ただ動向を見守ってい

くというような問題じゃないと思うんですよ。新

聞報道などによりますと、やっぱり医療機関など

も挙げてですね、大反対運動が起こってるんです

よね。そのときに高齢者の多いこの豊後高田市の

市長が、よその馬のかえったような話じゃ困りま

すよ。 

だから、なんで見守っていくと言うんですか、

なんでそういう市民の立場に立てないのか、その

辺の市長もう少し理由を聞かせてください。 

それから議会は、昨年の１２月議会でですね、

この高齢者医療の自己負担が２割から３割に引き

上げるを止めて現状維持を続けてほしいと。それ

から混合診療につながるような特例療養費制度の

問題についても、そういう拡大はしないでくれと

いうこの趣旨の意見書をですね、議決して関係機

関に提出した経緯もあるんですよ。そのときに、

時の市長が傍観者でよいのかという政治姿勢が問

われるんですが、だから私は政治姿勢の項目に上

げて問題にしてるんです。市長のもう一度見解を

聞かせてください。いまの答弁では、市民は誰も

納得しません。 

次が、行政改革について、退職金問題について

は、いま総務課長から、他市の状況などを勘案し

て適正だから見直す考えはないとありました。よっ

て、私全国の状況を調べてみましたけれども、そ

れは大阪の市長や、大阪の高石市長、それから久

留米市長や東京の板橋区長を始め、各所で市長自

らがこの財政難のときに身を削って市民に模範を

示すということで、自ら退職金制度の全廃に取り

組んでるところが各所にあります。 

最近では、宮城の県知事が副知事も出納長もそ

れぞれ、全部で６人の特別職の退職金の制度を廃

止をしようということを打ち出しました。市長、

九州ではまだ久留米の市長だけのようですけれど
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も、その次に永松市長がやったというぐらいに、

これこそですね、誰にも相談せんでワンマンでやっ

てもやれることですから、自らの身を切るという

ことで永松市長が取り組んでみたらどうでしょう。

県内では初めてですが。市長の気持ちをお尋ねし

たい。まあ助役や教育長は、ちょっと市長に比べ

ましたら格段とね、退職金の額が少ないので、そ

う無理に言いませんけれども、もう市長がやろう

と思うたらやれるんで、その辺やる気がないのか

聞いておきます。市長が答えないから私は問題に

してるんです。これは答えんわきゃいかんでしょ

う、市長の自身のことを聞いてるんだから。 

交際費について、もう突発事故のときがあるか

ら云々と言われましたけれども、やはりそれは年

に４回定例議会があるわけですから、状況を見て

は補正予算も組めるわけなんで、これまでの過去

の実績から見ましても、こんなにね、１８０万や１

００万を予算計上する必要がないんじゃないかな

と。私は当初永松市長が就任した頃は、企業誘致

に取り組んでほしいということから、この分につ

いてはかなり交際費使ってもよいよと、もっと元

気よくやりなさいと発破かけたんですけれども、

全然この問題には使ってないんですからね。だか

らそんなに要らないんだから、これまでの実績か

ら見ましてこんなに１８０万円も要らないでしょう。

だから削減をすると。それできないのかもう一度

市長の見解を聞きます。 

それからあと、この旅費規程の見直しについて

も、県内の状況に比べて云々とありましたけれど

も、これもですね、市がやろうと思うたらやれん

ことはないでしょう。もう市長自らが、市長だけ

特別に旅費を貰うことないと身を切ればやれるこ

とでしょうが。そういう意思がないのかね。せめ

て市長だけでもやろうと思うたらやれることで

しょう。市長が一番出張が多いんですからね、経

費は一番ここが嵩んでるんですよ。その辺もう一

度市長の見解を聞きます。 

それから社会福祉協議会の問題で、これはこち

らの人事の問題だと言われました。しかし、市の

職員を派遣するかどうかというのは、市長の問題

なんです。だからもう１人職員を派遣をいたしま

すとね、例えての話です、例えて議会の職員を２

人減らすということになってるけども、前倒しで

１人分は社協のほうに派遣をいたしますからと、

これは社協の人事の問題じゃありませんよ。だか

らこれでどうかと、なるべく社協に対して年間３，

０００万も補助金出してるんだからね、まだ今後ど

うなるか分かりませんよ。委託料からなんから相

当の額になりますけれども、やはり経費節減と言

うんならば、新たに元収入役を雇うことないんじゃ

ないかと。特別に６００万円の上乗せ退職金の問題

も大きな批判受けましたけれどもね、さらに新た

に批判を受けることになるんじゃないですか。 

だから、社協の会長は永松市長ですから、こち

らから職員を派遣するかどうかというのは市長の

権限ですから、その辺市長はそういう措置を取る

考えがないのかどうか聞いておきます。 

それから同和の問題についても、同対室長が同

じような答弁繰り返しておりますけれども、全然

進歩がないですよね。ほんならお尋ねしますけれ

ども、同和のあの担当課に職員が何人おってね、

あの部屋の中におる方だけで人件費をどれだけ

使っちょんのかちょっと市民の前に明らかにして

ください。行革というんならここを廃止をすべき

ですよ。 

次は、電柱問題でね、ようやく先程ありました

ように、旧真玉・香々地については、免除措置の

問題なども見直しをして、まともに占有料を取る

ことになったわけなんですけれども、これ長年で

すね、この市道のほうについては、占有料が据え

置きになってるんですね。全国的には３年置きに

改正してるとこもありますので、これは九州一本

で九電に対していろいろ交渉してきてるようなん

で、なんとか担当者会議で豊後高田市の担当課が

問題提起をしていただいて、引き上げに向けて努

力をしてもらいたいと思うんですけれども、そう

いう気があるのかどうか聞いておきます。 

次は、乳幼児の医療費の問題なんですけれども、

もう私の質問に答えてないんでね、もう一度市長

に聞きたいんです。・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・要綱

どおりやるというのは、質問されなくてもやるの

は当たり前なんです。国の法律が決まったら国の

法律どおりやるというのは、これ当たり前のこと

なんですね。やるかやらんかにかかわらなくても。

そのことによって改悪されると、住民の負担が増

えるから、その要綱改正を県に働きかける用意は

ないかということを市長聞いてるんです。市長は

働きかける用意がないんですか。 

それからね、これまでこれまでの議会の答弁で

は、担当課が担当者会議で、この医療費の助成制

度を拡大を働きかけてまいりましょうと。宇佐の

担当課長なんかもう積極的に働きかけましょうと

いうような答弁もしておりましたけれども、うち

もそういう答弁をした例がありますね、今まで。

だからそれから見ましても、皆さんが働きかけた

内容と実際の要綱改定は、内容が違うんでしょう。

だから入院費の食事療養費について、全額自己負

担になるのは困るという立場をね、やっぱ県に伝

えるべきじゃないんですか。 

それから１カ月７，０００円の医療費がまたかか

る。３万超えるんですよ。今まで無料から３万を

超える額が個人負担になるわけでしょう。これで

は困ると。だからこれを丸々市が持てと言っても

大変だから、県が今までどおり半額持てというこ
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とは要求できないんですか。できないんならなぜ

できないのか明らかにしてもらいたい。その理由

をね。 

それから通院費についても、１日１機関５００円

です。４日分ですね。２箇所に行けば４，０００円

になる。１箇所行けば２，０００円で済むんですけ

れども、最高ですよ。そういう通院費についても

今まで３歳未満は無料であったものが、新たに負

担になるわけですね。問題なのは、就学前までと

言いますけれど、このいわゆる乳幼児の部分が一

番医療費がかかってるんですよね。ここが負担増

になるわけなんですよ。このことに対して市長問

題と思いませんか。あなた自身はどうこれを認識

するのか、本当に子どものね命を守るとなれば、

これは問題と思うのか思わないのか、その辺の認

識も聞いておきます。やっぱりこれは改正を、要

綱改正を県に求めてね、実施は県も１０月からで

すから、それまでは今までどおり予算を出すと、

予算を組んでますから努力をしてもらいたいと思

いますけれども、どうなのか。 

それから火葬場についていまありましたけれど

も、なぜいわゆる実施設計の委託料すら組んでな

い。１８年度に着工する、着工するというなら工

事費についても全然予算を提案できないというの

はなぜなのか。本当にやる気があるかということ

が問われる問題なんです。その辺について説明を

してもらいたい。 

市民の間では、市長があれだけ昭和の町に熱心

なんだけども、それ以上にやっぱり火葬場をつく

る問題とか、企業誘致の問題については、力を入

れるべきじゃないかという声も広がっています。

それに応えるべきではありませんか。 

それから商店街振興については、一般論の答弁

がありましたが、１つだけ今度の新しいこの南蔵

のですね経営の見通しですね、儲けが今後の観光

振興に生かしていくということなんだけども、本

当に儲けが上がるというような経営がですね、長

期的に見込めるのかというのをちょっと、あなた

方は見込めるなら見込めると。将来そうじゃなく

てあと一般財源から持ち出しするということの恐

れもあるということなのか。そうないようにして

もらいたいので改めて問題にしておるんですけれ

ども、それからやはり地域でとれた物を地域で消

費していただくという地産地消の関係、その辺に

ついても、原材料については、あくまでも地元を

優先するということを確認してよいのか聞いてお

きます。ぜひそうしてほしいと思います。 

それから企業誘致の取り組みなんですけれども、

合計１４社になったということがありました。よっ

て、真玉の大村工業団地を含めて、現在いつでも

企業誘致ができるような状況になる工業用地は、

何区画で何平米残っているのかね。これについて、

せめて市長のいまの永松市長の任期中にやっぱり

どれぐらい取り組むかと。やっぱり目標をもって

意識的に努力してもらいたいと思うんですけれど

も、市長、改めて昭和の町以上に企業誘致に力を

入れるという、そういう意思があるのかどうか、

企業誘致についてのあなたの心意気を明らかにし

てもらいたいと思います。これ市長自身が答えな

いと答えられないと思いますよ。 

それから寡婦について、何とか１３市中４市と

言われましたけれども、私の調査では現在２１市

町村のうちの１０市町村で実施をしております。

市についても５市ではないかと思うんです。それ

から参考までに、この問題につきましては、議会

に陳情が出まして、満場一致でですね、寡婦助成

事業を実施をしてほしいという陳情書を採択した

経緯もあります。それから見ましてもですね、い

まだにこれ放置をしてることが問題なんです。市

独自で無理と言うならば、これも１人親医療費と

同じように県に働きかけると、そういう態度をとっ

てもらいたいと思いますけどどうでしょうか。 

以上です。 

（〇９番（河野徳久君） 議長、議事進行。もし

議事進行が受け付けられないんなら動議を出した

いと思いますので、しばらく休憩を。） 

〇議長（近藤準三郎君） どうぞ。９番河野徳久

君。 

〇９番（河野徳久君） 大石議員の質問の中で他

の議員の質問事項を引用し、それと比較しながら

質問した点があります。これを議長として後に点

検し、そういう箇所があるなら削除することを約

束していただけるんであれば、議事進行で止めた

いと思いますし、議長が取り計らい願えないなら

私たち動議を提出したいと思いますので、暫く休

憩願いたいと思います。 

〇議長（近藤準三郎君） ２４番近藤今朝則君。 

〇２４番（近藤今朝則君） ４０番議員のですね、

一般質問の発言内容の中でですね、他の議員の答

弁云々と、一般質問はあくまで市の考え方を問う

ということで、当然食い違いがあってもいいし、

賛成、反対討論の段階ではない一般質問の中でで

すね、他の議員の答弁に対して云々とかいうよう

なですね、感謝申し上げるというような言葉がで

すね、非常に私たちは聞きづらかったです。こう

いうことについては、当然議長が注意をしていた

だきたいと思います。 

〇議長（近藤準三郎君） 暫く休憩いたします。 

午後４時００分  休憩 

午後４時１３分  再開 

〇議長（近藤準三郎君） 休憩前に引き続き会議

を開きます。 

申し上げます。大石議員の他の議員の質問、答

弁に対する評価、感想は、議員自身の質問には必

要ないと思います。通告に従い質問を行ってくだ

さい。 
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市長永松博文君。 

〇市長（永松博文君） 大石議員の再質問に対し

てお答えをいたします。 

まず、政治姿勢の問題についてでございますが、

先程ご答弁申し上げましたとおりであります。 

次に、行革についてでありますが、これにつき

ましても、総務課長がご答弁したとおりでありま

して、私も課長の意向は聞いております。 

それから、乳幼児医療助成事業についても同じ

であります。課長とよく協議をした結果のご答弁

でございます。 

最後に企業誘致でありますけれども、私は、最

近、企業誘致はそれなりによくいってるとそう思っ

ております。これからも、県そしてまた機構とも

お願いし、私も一緒になって頑張りたいとそうい

うことでありまして、これは毎回同じ答弁であり

ます。 

以上であります。 

〇議長（近藤準三郎君） 総務課長鴛海 豊君。 

〇総務課長（鴛海 豊君） 大石議員の行政改革

の関連の再質問にお答えいたします。 

その中で、社協への職員の派遣についてでござ

いますが、社協につきましては新たな業務も、事

業もございますので、派遣を考えております。 

以上でございます。 

〇議長（近藤準三郎君） 人権・同和対策課長野

村信隆君。 

〇人権・同和対策課長（野村信隆君） 大石議員

の再質問にお答えします。 

数字的なことはちょっと調べていませんのでご

理解をいただきたいと思います。 

また、特別対策法の終了が同和行政の終了を意

味するものではないということは、もう言うまで

もありませんので、差別が現存する限り、差別解

消に向けて取り組みを推進していきたいと思いま

すので、よろしくお願いします。 

〇議長（近藤準三郎君） 商工観光課長安東洋義

君。 

〇商工観光課長（安東洋義君） 大石議員の再質

問にお答えします。 

昭和ロマン蔵の飲食施設旬彩南蔵の経営につき

ましては、昭和の町豊後高田の観光の拡大にもつ

ながりますので、民間的手法とともに努力するよ

う、まちづくり会社と連携してまいりたいと思っ

ております。 

また、食材につきましては、国東半島の食材に

こだわることを地域外のお客様への売りにしたい

と思っております。 

以上でございます。 

〇議長（近藤準三郎君） 建設課長奥田秀穂君。 

〇建設課長（奥田秀穂君） 大石議員の行政改革

の、占有料の見直しについての再質問にお答えし

ます。 

現行では、九州各県下において道路法施行令を

基に統一的な価格を設定し、占有料を定めており

ます。こうした事情をふまえ、本市単独による占

有料見直しについては困難であると考えておりま

すので、今後、県下各市の担当課の意見を聞いて

みたいというふうに思っております。 

以上でございます。 

〇議長（近藤準三郎君） 環境課長水江義和君。 

〇環境課長（水江義和君） 大石議員の火葬場に

ついての再質問にお答えいたします。 

実施計画等の予算につきましては、建設用地決

定後に予算措置をお願いしてまいりたいと思いま

す。 

以上でございます。 

〇議長（近藤準三郎君） これにて一般質問を終

結いたします。 

以上で本日の日程は全部終了いたしました。 

明日から３月１９日まで休会し、各委員会にお

いて付託案件の審査をお願いいたします。 

次の本会議は３月２０日午前１０時に再開し、各

委員長の報告を求め、質疑、討論、採決を行いま

す。 

なお、討論の通告は３月１６日午後５時までに

提出願います。 

本日はこれにて散会いたします。 

午後４時２０分 散会 
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